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(d) 量子暗号技術

研究責任者：藤原 幹生（国立研究開発法人情報通信研究機構 量子 ICT 協創センター

研究センター長）

参画機関：国立研究開発法人情報通信研究機構、日本電気株式会社、株式会社東芝、学習院

大学、北海道大学、東京大学、株式会社 ZenmuTech

１）研究内容

研究開発の全体像：

量子暗号は、どんな計算機でも解読できないことを証明できる現在唯一の暗号通信技

術であり、重要デジタル情報の通信を保護する手段として期待される。しかし、既存の暗号

技術に比べて割高であり暗号装置市場での競争力が低く、推奨標準の整備が遅れているな

どの課題がある。また、量子暗号自体は通信の安全性を保証するものでデータ保存の安全性

までは保証できない。そこで、市場競争力のある装置開発や標準化の取り組みを進めるとと

もに、量子暗号技術と従来から利用されている重要デジタル情報を安全に保管する手段と

しての秘密分散手法を組み合わせることで、理論上、将来にわたり機密漏洩を完全に防ぐデ

ータ保管を初めて実現する。実施体制を図 2-4-1に示す。

図 2-4-1. 研究開発の概要と実施体制

具体的な実施計画（内容）：

A）量子暗号技術

量子暗号には、使う検出器のタイプに応じて、BB84 方式※1と CV-QKD方式※2という 2つ

標準化、ガイドライン整備研究開発体制図

（Ｃ）社会実装 （全参画機関）
・医療ストレージネットワーク、企業・国家
等重要インフラ向け装置開発

・出口戦略へ向けた取り組み

データオーナー

量子暗号

暗号鍵 暗号鍵
セキュアノード

鍵管理
システム

暗号鍵

秘密分散

データオーナー

秘匿計算

（Ｂ）量子セキュアクラウド技術
・秘密分散・秘匿計算技術の研究開発
（NICT）
・秘密分散高速・軽量化技術
（ZenmuTech ）

（Ａ）量子暗号技術
・BB84方式量子暗号装置開発
（NEC、東芝 ）

・CV-QKD方式量子暗号 装置開発
（学習院大、NEC ）

・要素デバイス（物理乱数源）技術開発
（NICT）

・安全性保証技術の開発・評価検定制度設計
（東大、北大）

量子セキュアクラウド
システム構成概念
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の方式があり、本研究開発では、両方式を使用して研究開発を行う。 

BB84 方式は、現在、一部の部品を海外から調達して製造しているため、部品から装置

製造までの国産化を目的として、高い鍵配送性能を維持した上で、部品の集約、モジュール

化、ソフト化及び市販品の活用等により、市場競争力のある量子暗号装置を開発する。 BB84

方式については 2020 年度までに事業化の目途を得たことで、ガバニングボードより SIPの

最終年度を待たずに目標を達成したと判断されたため、2021 年度以降、小型化・低コスト

化に関する項目については本プロジェクトの所掌範囲外となった。 

CV-QKD 方式を使用しての研究開発では、大学－企業間連携により、企業へ CV-QKD技術

の移転を図るとともに、雑音耐性と光多重度を向上させ、さらにユーザー環境で安定かつ高

信頼動作させるための技術開発を行い、研究試作品を完成させる。 

また、両方式に共通の課題となっている下記の事項についても、研究開発を進める。 

ⅰ）安全性保証技術の標準化 

量子暗号の情報理論的安全性を実環境で保証するために、基礎理論、実験、対策実装、検

証のサイクルを継続的に実施し、耐タンパー対策やサイドチャネル攻撃対策を実装する。こ

れらの取組みを着実に実施し、安全性保証技術の継続的な高度化を行い、順次標準化する。 

ⅱ）物理乱数源の小型化 

量子暗号の鍵生成の根幹となる物理乱数源について、高速化するとともに、量子暗号装

置内での占有体積を従来比 2分の 1まで小型化する。 

ⅲ）検定基準・推奨方式リストの整備 

メーカーが適正な物理乱数源、量子暗号装置を製造・販売し、ユーザーがそれらを安心

して利用するためには、検定基準や推奨方式リストの整備が必要となる。我が国には、まだ

その体制が無いため、将来の運用に向けた予備調査と運用に必要な基礎データの蓄積、エコ

システムとして機能する制度設計提案を取りまとめる。 

※1 BB84方式 

光の粒である光子を検出するための単一光子検出器を用いる量子暗号の代表的なプロトコル。物理法則が許すあら

ゆる盗聴攻撃、あらゆる計算能力を持つ計算機でも解読不可能なことが証明されている。以前より最も研究開発されて

きており、現在、企業が試験稼動させている方式である。あらゆる盗聴の可能性を完全に排除する必要がある安全保障

分野等のハイエンド用途が想定される。 

※2 CV-QKD 方式  

光の位相・振幅を検出するホモダイン検出器を用いる量子暗号のプロトコル。通信路への攻撃手法があるクラスの

物理操作に限定されるが、その攻撃も当面の技術では実装が極めて困難であり、かつあらゆる計算能力を持つ計算機で

も解読できないことが証明されている。光通信用の光ファイバー内でも、共存して動作可能であるため、既存光通信イ

ンフラへの適用が期待できるというメリットがある。BB84方式よりも低コストでの開発が可能であるため、主に民生の

ハイエンド用途が想定される。 
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B）量子セキュアクラウド技術 

量子セキュアクラウド機能を実現するため、秘密分散技術、物理乱数源・量子暗号技術、

電子署名・認証技術、秘匿計算技術を統合する。その際、量子セキュアクラウド機能を実現

するためには、処理量の爆発的増加への対処と暗号鍵の非可逆性の担保が不可欠である。こ

れらの解決に向けて、高速かつ軽量の秘密分散・秘匿計算技術と暗号鍵管理を統合運用する

ための最適なミドルウェアアプリケーションインタフェースを開発する。 

C）社会実装 

代表的なアプリケーションとして、医療情報ストレージネットワークや企業・国家等重

要インフラ網などを想定し、これらの分野の潜在ユーザーと連携しながら、社会実装を進め

る。 

特に、それぞれの用途で扱うべき情報資産を、機密性の度合い、データサイズ、利活用

の頻度等の観点から分類・優先付けし、ユーザーが必要とするデータに適時にアクセスし必

要な処理やデータ復元が可能なアプリケーションを開発する。また、データ保管の際には、

異なる組織間でもデータを相互参照できるよう、共通のデータフォーマットに変換するゲ

ートウェイ機能も開発する。 

国家等重要インフラ網を扱う潜在ユーザーとの連携を強化し、量子暗号装置の安全性・

信頼性を向上させて国際市場競争力・ブランド力を高める。 

民生分野でのビジネス拡大に向け、国民一人一人に係る医療情報分野や生体認証分野

において、潜在ユーザーとの連携による量子セキュアクラウド技術の実証試験を加速する。

特に、医療情報分野での POC では、量子暗号の要素技術と組み合わせた共通鍵暗号と、量子

暗号をニーズ/導入コスト要件に応じて選択できるシステム設計や医療従事者のアクセス

制御・管理機能の実装などを進め、現場ニーズへの適応性を高めつつ高秘匿通信サービスの

導入モデルを確立する。「国家レジリエンスの強化」など SIPの他課題とも連携し、社会実

装の多様化を図る。 

これらの成果をもとに、プログラム内のレーザー加工および光電子情報処理のチーム

と連携しながらスマート製造分野への適用試験を進めビジネスモデルを構築する。特に、既

存のアクセス系の光ファイバーを利用した実装が可能で、光ファイバー利用料や装置コス

トの低減を可能とする CV-QKD装置を用いて POCに取り組む。 

さらに、金融分野の潜在ユーザーと共同で調査研究を進めユースケースを設定し、ユー

ザーと共同で実証環境を構築して金融アプリケーションによる POC を実施し、量子暗号の

導入による金融セキュリティの強化モデルの導出と有効性確認を実施する。 

上記の社会実装の取り組みをさらに広範な用途へ普及させるために、本格的なインフ

ラ化に向けて通信事業者とも連携を強化し、コンソーシアム活動なども活用しながらビジ

ネスエコシステムのモデルを提案する。 
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２）技術的目標（計画） 

事業終了時点アウトプット目標（2022年度の目標）  

A）量子暗号技術 

・CV-QKD方式装置に関して、企業による準製品化（ユーザー環境で稼動可能な研究試作品）

を完了し、100波の古典光が多重化された同一ファイバー内での鍵生成を実証する。 

・安全性保証技術に関し、実装安全性評価や鍵管理など主要な作業項目について、量子 ICT

フォーラム/量子鍵配送技術推進委員会や ITU-T、ISO/IEC や ETSI 等の国際標準化組織か

ら勧告を発行する。 

・物理乱数源に関して、現状比 10倍の高速化（生成速度～数 Gbps）かつ従来比 2分の１の

小型化（量子暗号装置内での占有体積を半減化）を実現し、企業へ技術移転を達成する。 

・量子暗号の運用ガイドライン及びセキュリティ設計仕様案を完成する。 

・物理乱数源、量子暗号技術の安全性保証、検定基準、推奨方式リストの策定と更新を継続

的に行うための制度設計提案書を取りまとめ、標準化関係省庁へ提案を実施する。 

B）量子セキュアクラウド技術 

・秘密分散・秘匿計算の軽量化技術、鍵管理・運用技術、ユーザー権限に基づくアクセス権

管理技術を統合するアプリケーションをフィールドテストベッド上にプログラム実装す

るとともに、データの属性（種類・意味、機密性の度合い、データサイズ、利活用頻度等）

に応じた安全なデータ二次利用技術を開発し、80GB程度のゲノムデータ解析に適用して有

効性を検証する。 

・電子カルテの日々のトランザクションストレージ、長期間の標準化ストレージ、異なる病

院間での安全なデータ相互参照を可能とするシステムを開発する。災害時等、ネットワー

ク品質の劣化を想定し、1Mbps 程度の比較的低容量の回線が含まれるネットワーク環境で

も迅速なデータ復元・相互参照機能を支障なく実行するアプリケーションを開発し、H-

LINCOS 上で動作を検証。開発したアプリケーションをフィールドテストベッド上でオープ

ンリソース化する。 

C）社会実装 

医療情報ストレージネットワーク分野と企業・国家等重要インフラ分野において、都

市圏スケールの分散ストレージネットワークにおいて、想定ユーザーと共に実施した POC

の成果を反映し、運用ユーザー拡大のためのビジネスエコシステムのモデル構築を完了す

る。 

 

以下に 5年間の工程表を示す。 
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３）課題目標の達成度（成果）

① 国際競争力

図 2-4-2 に欧米中とベンチマーク実施した結果を示す。参画機関の㈱東芝、日本電気㈱

が開発している量子暗号装置は、海外製品と比較して同じ距離での鍵生成レートが 10 倍、

配送可能距離も 2 倍程度の性能を実現している。性能が桁違いで高いことは EU における

Open testbed Graz においても検証されている。そこで、装置単体の価格ではなく、価値・

課金の源泉である鍵ビット単価を海外製品と比較すれば、1/10 を達成することが期待でき

る。言い換えれば鍵ビット単価に換算したサービス価格競争力は海外勢の 5～10 倍を持つ

とみなすことができる。

現在は、市場展開とその規模でスイスの ID Quantiqueが先行している。また運用ネッ

研究開発
項目 2018年度計画 2019年度計画 2020年度計画 2021年度計画 2022年度計画 出口戦略 製品化

１）量子暗号技
術

BB84方式 （超高
秘匿専用線向け）

CV-QKD方式
（既存光回線
秘匿化向け）

要素デバイス技術

安全性保証技術、
評価検定制度

BB84方式による
QKD装置の実用化

(2021～)
達成

CV-QKD方式による
QKD装置の実用化

(2025～)

政府機関・医療等
の重要通信インフ
ラへの導入へ向け、
事前営業活動によ
り開発完了から普
及へシームレスに
移行

・マーケティング
(～2019)

・ビジネス可能性
検証(～2020)

・運用ノウハウ蓄
積、啓蒙
(～2022)

・QKD普及開始
(2023頃～)

①量子暗号技術

●耐タンパー・低
コスト化のための
試作課題対策／仕
様策定の完了

●耐タンパ性を保
証しつつ部品調達
コストを従来比で
半減化

●自社内サービスプ
ラットフォームへの
適用と1か月連続稼
働試験の完了

●準製品化のための
要件定義と主要部品
の選定完了

●光学系及び制御
装置の試作と動作
検証
●基本設計の完了

●プロトタイプ試
作
●商用回線環境で
の動作実証

●部品手配、製造
●試作評価／検証
●準製品化装置の試
運転、安定性と耐障
害性テストの完了

●準製品化完了
●通信キャリア商用
回線での稼働試験
●200kbps@10k
mを実現

●物理乱数源の高速
化検討
●光子検出器等のサ
プライチェーン検討

●物理乱数源の
高速化実装
●部品ベンダー
の調査

●物理乱数源の
現状比10倍高速
化
●部品ベンダー
との交渉

●物理乱数源の小型
化
●部品サプライ
チェーン構築

●安全性評価項目の
網羅的リスト作成
●評価手法の開発
●ETSIにてAPI標
準化方針の合意形成
●量子鍵配送技術推
進委員会の活動開始

●評価手法の実機検証
●評価基準の更新手法
確立
●ETSIにてAPIの標
準化達成

●安全性保証基準書
を作成し（社）量子
ICTフォーラム等に
技術文書として提案
●ETSIとの連携調
整
●ISO/IEC、ITU-
Tへの寄書提出

●社会実装の結果を
踏まえ、評価検定基
準、推奨方式リスト
のドラフト作成、
（社）量子ICT
フォーラム等との調
整を継続
●評価・検定システ
ムのモデル提案

●実機の安全性保証
評価の達成
●国内外の標準化組
織より勧告の発行
●制度設計提案書の
作成、及び関係省
庁・機関への提案

TRL2 TRL7TRL4

●小型高速の物理乱
数源の企業への技術
移転（サイズ：従来
比2分の一、速度：現
状比10倍）
●部品サプライ
チェーンの確立

4
BB84方式についてGBの判断では令和2年度まで達成とし、以降小型化・低コスト化に関する項目については本プロジェクトの所掌範囲外とする。

(研究開発項目２)光・量子通信

●量子暗号装置の保
守運用技術の確立と
ガイドライン作成

●運用ガイドライン
及びセキュリティ設
計仕様案を完成

研究開発
項目 2018年度計画 2019年度計画 2020年度計画 2021年度計画 2022年度計画 出口戦略 製品化

２）量子セキュ
アクラウド技術

３）社会実装

民間からの出資（人材、物資、資金等）
（30％程度） （35％程度） （50％程度） （50％以上） （50％以上）

レーザー加工コン
ソーシアムとの連
携

民間からの出資（人材、物資、資金等）

量子セキュアクラウド
技術のアプリケーショ

ンを製品化
(2025～)

QKD装置量産化
(2025～)

１）量子暗号技術、
２）量子セキュアクラ
ウド、に同じ出口戦略

政府機関・医療等
の重要通信インフ
ラへの導入へ向け、
事前営業活動によ
り開発完了から普
及へシームレスに
移行

・マーケティング
(～2019)

・ビジネス可能性
検証(～2020)

・運用ノウハウ蓄
積、啓蒙
(～2022)

・QKD普及開始
(2023頃～)

医療ストレージ
ネットワーク、企
業・国家等重要イ
ンフラ

●SS-MIX等の標準
化医療データ向けの
アプリケーションの
設計、試作
●ゲノム情報の秘密
分散システムの構築
（3拠点、10㎞圏）

●10㎞圏3拠点ネッ
トワーク上でのゲノ
ム解析データの
50Mpbsでの秘密分
散の実装
●800km圏の電子カ
ルテ秘密分散保管シ
ステム(H-LINCOS)
のD24Hと連接
●100km圏ネット
ワークでのカルテ
データ、生体認証用
データの分散保管の
長期安定性実証

●量子暗号鍵管理と高
効率秘密分散の統合化
設計指針の確立（使い
捨て鍵管理、データ機
密度・利用頻度に応じ
た高効率アクセス法）
●秘匿計算の軽量化法
の検討（安全性・速度
バランスに関する複数
候補の比較評価）

●100㎞圏量子暗号ネッ
トワーク上での高効率秘
密分散の実装、基本機能
検証
● 秘匿計算の軽量化方
式の試作と様々なデータ
による性能比較評価、最
適方式の選定完了

●10Mpbs以上の速度
での秘匿計算機能検証
を完了
●電子カルテ等模擬テ
キスト情報の高速秘密
分散の実証（320MBの
データを標準ストレー
ジに3時間以内に格納）

●秘密分散・秘匿計算、
鍵管理技術、アクセス権
管理技術のフィールドテ
ストベッド上に実装しゲ
ノムデータ解析(80GB)
に対しての有効性を検証
●災害時等1Mbps程度
の低容量回線を用いても
支障なく電子カルテデー
タの相互参照を実証

TRL3 TRL7TRL5

出口戦略へ向けた
取り組み

●秘匿情報資産の分
類と要件定義の完了
（種別、サイズ、優
先度、利用頻度等）
●ゲノム解析データ
リアルタイム伝送の
実証(10km圏)

●潜在顧客へ向けマーケティング活動、デモ
●製造、評価、検定のエコシステム化検討

●レーザー加工プ
ラットフォームへの
導入に向けた基礎検
討と要件定義

●ゲノム/医療分野や製
造分野等での試験運用を
継続

● ビジネスモデルの構
築、用途拡大、ユーザ獲
得に向けた営業活動

●ゲノム
造分野等での試験運用を
継続

●
築、用途拡大、ユーザ獲
得に向けた営業活動

●数10GBのSS-MIX
準拠電子カルテ模擬
データの2Mbpsでの
高速秘密分散
●HPKI準拠のアクセ
ス制御の構築、顔認
証と連動した多要素
認証の実証

●金融業界での取引
で使用されているプ
ロトコルの実装と暗
号化伝送

●秘密分散・秘匿計算、
鍵管理技術、アクセス権
管理技術のフィールドテ
ストベッド上に実装しゲ
ノムデータ解析
に対しての有効性を検証
●災害時等
の低容量回線を用いても
支障なく電子カルテデー
タの相互参照を実証

鍵管理技術、アクセス権
管理技術のフィールドテ
ストベッド上に実装しゲ
ノムデータ解析
に対しての有効性を検証

の低容量回線を用いても
支障なく電子カルテデー
タの相互参照を実証

●ゲノムデータTB級の
データに対し50Mbps以
上の速度での分散スト
レージの実証
●秘密分散ネットワーク
上に秘匿計算機能および
データフィルタリング機
能を実装

●レーザー加工関連の
重要データの秘匿通信
の実現と連続稼働



122

トワークの規模では中国が 4,600 ㎞網（日本の 40倍）の規模で展開しており、我が国より

進んでいる。しかしながら日本は 2022年度に装置製造コストを従来比 1/4まで低減し、サ

ービス価格競争力をさらに向上させることで、市場シェアの挽回が可能と考える。また米中

摩擦の影響で中国製品は西側市場への参入障壁があるため、今後の新たな市場展開におい

て我が国の量子暗号製品には充分な商機がある。

図 2-4-2. 欧米中との量子暗号装置のベンチマーク

② 研究成果で期待される波及効果

光・量子通信における研究開発の成果は、特に情報を秘匿し、安全に通信することが

求められる医療分野、生体認証分野、製造分野、金融分野、安全保障分野など様々な分野

に恩恵をもたらすと期待される。医療分野では電子カルテの管理・運用を、生体認証分野

ではアクセス管理上の重要な個人情報を、製造分野では企業秘密を、金融分野では顧客取

引データを、安全保障分野では外交・防衛などの情報を取り扱う際に、光・量子通信の成

果を活用することが想定される。現在、量子暗号技術のみならず、その要素技術を用いて

セキュアな VPNを構築し、現行システムのセキュリティを強化するという極めて実用に近

い実証から、遠隔手術等の安全かつ低遅延通信の実現などの中長期にわたる応用まで、

様々なフェーズでの共同実証が進捗している。また上記分野でインフラ構築に必須となる

通信キャリアとの連携にも着手し、量子暗号に関するビジネスモデルの構築に向け議論も

進めている。また、強力な計算エンジンを量子セキュアクラウド内に取り込み、データの

安全な二次利用を可能とすること、さらには昨今の個人情報を域内でのみ利用する方向で

の各国での法整備を利用し、安全なデータベースとしてのプラットフォームとして期待さ

れる。その有効性は、ゲノム解析での実証やレーザー加工チームと次世代アクセラレータ

との組み合わせた POC で実証した。さらに量子暗号の POCに関する共同実証の申し出など

を多数頂いており、光・量子通信の成果活用への期待が高いと考えている。
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③ 達成度（１）※5年間の設定目標に対する達成度 

量子暗号・量子セキュアクラウド・社会実装について、その達成度について以下に記述

する。過去 4年間及び最終年度の達成目標に対する達成度は以下の通りである。 

(A)量子暗号技術 

・BB84装置の製品化が完了したため、SIPを円満卒業した。低コスト化実装が可能なセルフ

ホモダイン方式である CV-QKD装置は A方式、B方式とも、古典通信との共存動作が可能で

あることも確認した。また、A方式では短時間の受信信号から安全鍵生成速度を見積もり、

207kbps@10kmであることを確認し、B方式では装置の光学系を簡略化した評価系において

短時間の受信信号から安全鍵生成速度を見積もり、2.84Mbps@10km、600kbps@20km を確認

した。いずれも目標とする鍵生成速度（A方式：200 kbps@10km、B方式：2Mbps@10km、200 

kbps@20km）を達成した。さらに、ユーザー環境で稼働可能な研究試作品を製作し、準製品

化が実現できる事を確認した。 

・物理乱数源の高速化（生成速度 4Gbps）と従来比 1/2 の小型化を 2021 年度に実現し、企

業への技術移転も完了し、目標を達成した。 

・ITU-T において、日本の技術を骨格とする 11 編の標準勧告体系の整備を完了し、ETSI、

ISO/IEC では、装置の評価・検定・認証に向けた規格作りに主導権を取りながら推進し、

2022年度内に日本版 Protection Profileの事前評価を完了した。 

・別の国家プロジェクトにおいても本 SIP光・量子課題で培われた技術を用いて、量子暗号

技術の実証環境による評価が進んでいる。その活動を通じ、想定ユーザーの協力を得て量

子暗号の運用ガイドライン及びセキュリティ設計仕様を完成させ、目標を達成した。 

・物理乱数源の乱数性はあらゆる暗号技術のトラストアンカーといえる。それに対し、すで

に NIST が先行してクライテリアを設定している SP800-90Bの妥当性を検証するとともに、

本 SIP光・量子課題で開発した高速量子物理乱数源が SP800-90Bで求める性能を満たして

いることを確認した。また本 SIP 光・量子課題で開発した高速量子物理乱数源を民間企業

に技術移転し、製品化に向けた活動が開始されており、目標を達成している。 

(B)量子セキュアクラウド技術 

・秘密分散技術、鍵管理・運用技術、アクセス管理技術が完成し、㈱東芝による 80GB ゲノ

ムデータの高速分散バックアップのデモに成功しており、目標を達成した。 

・秘匿計算技術とデータ 2 次利用技術の開発、及びゲノム解析での検証を京都大学の協力

の下で進め、Tokyo QKD Network上に実装したシステムにおいて、ゲノム解析結果に対し、

研究に不必要な個人情報をフィルタリングできる機能も実装した上で400Mbps以上のスル

ープットを実現し目標を達成した。いわゆる信頼できるサーバーを想定した秘匿計算の実

現であり、全ゲノムデータのような大容量かつ非構造化データを高効率に実施できるコン

セプトとなっており、量子セキュアクラウドの高機能化に成功した。（図 2-4-3）本成果は

2022.11 Scientific Reports誌にて発表し、2022.11.17にプレスリリースも実施した。 
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図 2-4-3. 信頼できるサーバーを用いたゲノム解析用秘匿計算実装

・東京都内公的医療機関（系列 6病院）のトランザクションデータ 320MBを 15分以内で更

新を実証した（2020.10プレスリリース）。また、世界初となる米国政府機関選定の耐量子

計算機暗号を IC カードシステムに実装する技術を確立し、H-PKI 準拠のカードシステム

においてデモに成功した（凸版印刷と共同 2022.10.24プレスリリース）。さらに、本 SIP

光・量子課題間連携において、秘密分散のファイルシステム（ソフトウェア）を SIP AI

ホスピタルチームが取り組む医療 AI プラットフォームの“AI 開発基盤”における安全な

データ伝送に応用することができた。
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図 2-4-4. SIP課題間連携“AI ホスピタル”における高速の秘密分散処理とデータ伝送に応用  

(C)社会実装

電子カルテデータやゲノム解析データを扱う医療情報分野、および生体認証分野、スマ

ート製造分野、金融分野等の重要インフラ分野において都市圏ネットワーク上での社会実

装を着実に進めている。生体認証に関しては日本代表選手を有するスポーツ団体のカルテ

情報の保護に活用し現在も稼働中である。また、金融分では野村證券・野村 HDとともにパ

フォーマンステストを継続実施中であり、様々な機関から注目を集めている。

さらに量子 ICT フォーラム等の産学官連携体制を積極活用し、ビジネスモデルの構築

も進捗している。本 SIP光・量子課題の技術を用いた別プロジェクトで公官庁での評価も実

施中であり、目標を達成した。

④ 達成度（２）※社会実装の実現可能性

【計画及びその進捗状況】

目指す社会実装のロードマップを図 2-4-5 に示している。以下そのロードマップに従

って進めている各分野での POCの結果をまとめる。

・HPKI と親和性のある SS-MIXデータの分散バックアップシステム構築と医療関係者と共同

による有用性を確認した。

・量子セキュアクラウド上でのゲノムデータの保管および安全な二次利用の実施と、想定ユ

ーザーとの有用性を確認した。

・金融分野での量子セキュアクラウド技術の有用性を想定ユーザーと共に検証した。

・スマート製造現場での量子暗号技術の有用性を想定ユーザーと共に確認した。

【体制整備状況】

・量子暗号チーム全体で POC 及び標準化活動を一体的に実施した。また SIP の課題間連携

は国家レジリエンスの強化グループに加え、AI(人工知能)ホスピタルによる高度診断・治
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療システムチームへの技術移転を実施した（図 2-4-4 参照）。また、他の国家プロジェク

トも活用した国内でのサプライチェーンとテストベッドの充実が進行中である。

【社会実装と認められる成果】

・参画機関が BB84方式の量子暗号装置を 2020年度から事業化した。

・小型高速の物理乱数源の企業(YDK)への技術移転が完了（サイズ：従来比 2分の一、速度：

現状比 10倍）した。

・量子暗号通信の普及に不可欠な国際標準化活動において、本 SIP 光・量子課題活動期間

（5 年間）を通じて 11件の勧告を成立させた。

・AIホスピタルチームが取り組む医療 AIプラットフォームの“AI開発基盤”に、光・量子

通信チームから高速秘密分散ドライバ技術を提供し、高速の秘密分散処理とデータ伝送を

実現した。

・電子カルテで HPKI への親和性のある SS-MIX データの分散バックアップシステム構築と

医療関係者と共同での有用性確認を完了し、HPKI 準拠のカードに耐量子-公開鍵暗号を世

界で初めて実装し、その成果を 2022.10.24にプレスリリースを実施した。

・ゲノム解析データの社会実装に関し、量子セキュアクラウド上でのゲノムデータの保管お

よび安全な二次利用の実現と想定ユーザーと共同で有用性を確認し、個人情報を保護しつ

つ全ゲノム解析を可能とするシステムを完成させた。その成果を論文発表(Scientific 

Reports 誌 図 2-4-3 参照)するとともに 2022.11.17プレスリリースを実施した。

・金融分野での量子セキュアクラウド技術の有用性を想定ユーザーと共に検証し、Q-STAR

に QKDの普及に向けた提言書を提出し、2度の講演依頼を頂いた。

図 2-4-5. 社会実装のロードマップ

⑤ 知財戦略、国際標準化戦略、規制改革等の制度面の出口戦略

2017 年付近から中国等の出願が急増しており、出願件数での日本の優位性は担保され

なくなってきている。しかし、そのための挽回戦略として、国際標準化戦略に基づく知財戦

生体認証：原本データの秘密分散

・世界最速の量子
暗号装置の開発

・秘密分散との統合

SIP前 SIP：量子セキュアクラウド開発 SIP後（総務省プロ＋民間投資）2018 2022

金融分野

生体認証：原本データの秘密分散生体認証：原本データの秘密分散

スマート製造

電子カルテ：安全な分散バックアップ、相互参照

ゲノム解析データ：高秘匿伝送・保管・二次利用

東芝が
事業化
を発表

顔認証

Q-VPN

高速秘匿回線

高速秘密分散

量子暗号NWの長期運用記録を更新中 安全保障分野へ展開、
2020年度からユーザ検証（総務省）

高速秘匿回線

¥

量子セキュアクラウド、利用者の拡大

2025年頃、
都市間規模、量産化

海外市場展開

2030年頃、
衛星網と統合

2035年頃、グローバルネットワーク化

通信事業者との連携強化
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略、open/close 戦略を確実に推進し、国際市場での競争優位性を早期に確保する。具体的

には、侵害検知可能な項目を特許化する一方、QKDモジュールの評価項目の国際標準化を進

めつつ、評価法のノウハウは非公開とする。一方、事業化に係る知財戦略については、個社

別に強化する。現在、各参画機関では多様な POCを通じて偏りの無い実装技術の充実を図っ

ており、周辺分野の応用技術を生かした市場拡大を目指している。

国際標準化戦略の活動成果として、2022年度は、11月現在、標準化会合参加回数 14回

（ITU-T: 7 回、ESTI:7回）、のほか、22編の寄書を提出した。図 2-4-6に示すように、5年

間の活動では 178 編の寄書を提出し、11 件の標準化発刊、アクセプトに結実させ、量子暗

号ネットワークの国際標準化を推進し、日本の技術を骨子とする基本勧告体系の整備と、量

子セキュアクラウドの標準化に貢献した。

一般的に暗号技術の普及のためには認定制度やガイドラインの整備と、導入による利用者

のメリットを設定し、導入インセンティブを向上させる必要がある。それを実現するために

は公平性・公共性のある機関による検定制度と、量子暗号・量子セキュアクラウド利用につ

いてのブランドイメージを醸成し、利用者メリットとして成長させることが重要である。現

在、（一社）量子 ICT フォーラムや TTC(情報通信技術委員会)とも連携し、セミナー開催、

省庁関係者を招いたブレインストーミングなどを実施し、国際標準化活動とも同期した運

用ガイドラインの策定を進めている。また 2022.1に（一社）量子 ICTフォーラム内に評価・

検定・認証の準備組織を立ち上げた。

図 2-4-6. 5年間の標準化活動状況(棒グラフは各年度の寄書数)

⑥ 成果の対外的発信

2022年度はこれまでに、論文等 6本、学会等 10件の成果発表を行った。また、量子セ
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キュアクラウドシステムを使った次世代レーザー設計の最適化の処理・高秘匿伝送・分散保

管の実現（京都大学、慶應義塾大学と課題内連携）(2022.10.4)、HPKI準拠のカードに耐量

子-公開鍵暗号を世界で初めて実装に成功(2022.10.24)、量子セキュアクラウドにゲノム解

析専用装置を装備し、全ゲノムデータの安全な伝送・保管・解析をリアルタイムで実施でき

るシステムの開発（2022.11.17）、量子セキュリティ技術と個人認証を連携させたセキュア

な個別化ヘルスケアユースケースの実証に成功（2022.12.8）についてのプレスリリースを

行った。これら成果は新聞、電子メディア等でも報道された。 

さらに、アウトリーチ活動の一環として春・秋の量子コンピューティング EXPO展示会

(2022.5, 2022.10)及び CEATEC展示会(2022.10)で成果展示を行った。 

  

⑦ 国際的な取組・情報発信 

先にも述べた通り、国際標準化活動においては、これまでに日本の技術を骨子とする基

本勧告体系整備を完了した。また ISO/IECや ETSIにおける装置安全性に関する会合におい

て、2021年度に世界トップとなる 40編の寄書を出し、安全性保証技術の標準化においても

イニシアティブを取ると共に活動に貢献している。 

国際的な取組みとしては、2021.7に US-Japan Quantum cooperation Workshop や EC-

Japan Meeting on Quantumでパネリストとして発表や議論に参加するなどして、日本の取

組を国際的にも紹介したほか、今後の国際連携推進などに関する議論に加わった。また

2021.8 の Qcrypt2021 Industry Session参加も踏まえ、2021.12.7～9にオンラインで開催

された国際シンポジウム QUANTUM INNOVATION 2021 を SIP光・量子課題として共催し、SIP

での活動成果を世界に発信した。2022年度も同様に 2022.11.28～30の QUANTUM INNOVATION 

2022を共催した。 

このように国際的な取組や情報発信を積極的に実施している。さらに㈱東芝は、個社と

して本 SIP 光・量子課題で取り組んだ BB84 方式の量子暗号装置技術等を活かして、欧州、

米州、韓国などで POC を展開するなど、実績作りを進めている。  
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(e) 次世代アクセラレータ基盤に係る研究開発 

研究責任者： 戸川 望（早稲田大学 理工学術院 教授） 

参画機関： 早稲田大学、株式会社フィックスターズ、株式会社 QunaSys 、慶應義塾大学 

 

１）研究内容 

研究開発の全体像： 

Society 5.0の実現にはサイバー空間とフィジカル空間の高度な融合が不可欠であり、

これを達成するには大規模かつ困難なデータ処理等、多くの計算ボトルネックが存在する。

例えば、天文学的な多数の選択肢の中から「最適な答え」あるいは「準最適な答え」を瞬時

に見つけ出すことが必要となる（組合せ最適化問題）。組合せ最適化問題は、ネットワーク

型製造システムをはじめ自動運転、MaaS（Mobility as a Service：サービスとしての移動

分野）等、Society 5.0の実現に必要な多くの社会課題の解決にとって重要である。また、

Society 5.0の実現には、膨大なデータを高速・高精度に学習し、なおかつ学習結果に基づ

き、膨大なデータから実時間で推論する必要があり、機械学習の高速化・高度化も Society 

5.0 の実現のために不可欠な構成要素となる。さらに、材料やエネルギーの領域においても、

単純な性能追求だけでなく、環境負荷や資源枯渇などの社会課題への対応も求められてお

り、トレードオフの関係にある場合には、これらの要求を高度に両立させることが必要とな

る。この実現のためには、これまでのような実験偏重・職人芸に頼った開発から脱却し、対

象となるミクロな物理系をサイバー空間上でモデル化し、シミュレーションを通じて最適

な解（分子構造や反応条件など）を導き出す必要性が高まっている。 

こうした数多くの Society 5.0 実現に不可欠な計算ボトルネックの解決に期待される

のが、(1)イジング型コンピュータ（量子アニーリングマシンや古典技術を用いたアニーリ

ングマシン）、(2)NISQコンピュータ、(3)誤り耐性ゲート型量子コンピュータと呼ばれる「次

世代アクセラレータ」である。(1)～(3)の次世代アクセラレータは、既存の古典計算機と組

み合わせることで、上述のような組合せ最適化問題の解法や機械学習、量子化学計算など古

典計算機の計算ボトルネックを解消し、極めて高速・高精度にアプリケーションプログラム

の実行が可能になると期待される。次世代アクセラレータを効果的に利活用することで、

Society 5.0の実現が加速する。 

一方、Society 5.0 を実現するアプリケーションプログラムの特定部分に次世代アクセ

ラレータを適用するには、(ア)アプリケーションプログラムから次世代アクセラレーショ

ンを呼び出すための入力データの準備、(イ)次世代アクセラレーションの実行、(ウ)次世代

アクセラレーションからアプリケーションプログラムへの結果の受取り、の 3 段階より構

成される。つまり、次世代アクセラレータの適用が優位となるのは、(イ)に要する時間に比

較して、(ア)・(ウ)の時間が相対的に短く、また(イ)による効果（高速化や解の高精度化等）

が期待される場合である。しかも、アプリケーションプログラムの特定部分の「動作」と、

適用される次世代アクセラレータの組合せによって、(ア)・(イ)・(ウ)の時間ならびに動作
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全体の精度は動的に変化する。

入力データの準備や出力データの取出しがいかに最適かつ効率的にできるかによって、

次世代アクセラレータの適用の可否が変化することになる（次世代アクセラレータインタ

フェース技術）。Society 5.0の実現には、アプリケーションプログラムと次世代アクセラ

レータの集合が与えられたとき、古典計算機による解法ならびに各種次世代アクセラレー

タの解法を同時に考慮した上で、アプリケーションプログラムを最適に実行するしくみの

構築が不可欠である（次世代アクセラレータ・コデザイン技術）。実施体制を図 2-5-1に示

す。

図 2-5-1. 研究開発の概要と実施体制

以上の背景のもと、本研究開発では(1)イジング型コンピュータ、(2)NISQ コンピュー

タ、(3)誤り耐性ゲート型量子コンピュータを次世代アクセラレータとし、これらを適材適

所で利活用することで、Society 5.0 に資するアプリケーションプログラム全体を高速化・

高度化し、従来の計算方法と比較し格段に処理や解析を高速化・高度化する次世代アクセラ

レータ基盤の研究開発を目的とする（図 2-5-1）。すなわち、アプリケーションプログラム

と次世代アクセラレータの集合が与えられたとき、適材適所に次世代アクセラレータを利

活用し、アプリケーションプログラム全体を高速・高精度処理するソフトウェア群（最適化

ライブラリ・API（Application Programming Interface）、次世代アクセラレータ評価系等）

を構築する。研究開発全体を、(A) 次世代アクセラレータ・コデザイン技術、(B) 次世代ア

クセラレータインタフェース技術、(C) 次世代アクセラレータの社会実装の促進、に分け、

これらを同時並行して進めることで効率的・効果的に研究開発を進める。
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具体的な実施計画（内容）： 

（A） 次世代アクセラレータ・コデザイン技術 

Society 5.0では、膨大なデータを高速かつ高精度に計算する必要があり、これを実現

するための次世代アクセラレータとして、イジング型コンピュータ、NISQ コンピュータ、

誤り耐性量子コンピュータ等が研究開発されている。これらは、それぞれ得意・不得意な分

野を持ち、またアクセラレータを活用するためには、アプリケーションプログラムによって、

アクセラレータに投入するデータを準備し、これをアクセラレータに投入、アクセラレータ

による処理の後、計算結果を取り出し、これをもとに、元のアプリケーションプログラムの

実行を継続する必要がある。アクセラレータの成否は、アクセラレータの処理時間だけでな

く、アクセラレータへの入力データ準備・入力データ投入、さらに出力データ取り出し・出

力データの解釈等、一連の処理全体で決まると言っていい。さらに、最適な出力結果を得る

ために、パラメータや条件を適宜変化させながら、入力データの準備・投入や出力データの

取り出し・解釈が複数回必要になる場合も考えられる。 

アプリケーションプログラム全体を高速化・高度化するためには、イジング型コンピュ

ータ、NISQ コンピュータ、誤り耐性量子コンピュータ、これらに加え GPU などの古典アク

セラレータを前提に、プログラム中のどの部分に対して、どのようなアクセラレーションが

適切か、また実際にアクセラレータとして何を使うべきかを考え、アプリケーションプログ

ラムの最適化と、アクセラレータの最適化を同時に実行することが不可欠になる（次世代ア

クセラレータ・コデザイン）。上記を踏まえ、本研究開発では、次世代アクセラレータ基盤

技術として次世代アクセラレータ・コデザイン問題を定式化し、これを最適解法するしくみ

を研究開発する。 

具体的な研究開発事項として以下のものを取り上げる： 

実施内容 A1： 次世代アクセラレータ・コデザインの基本アルゴリズムの研究開発 

アプリケーションプログラムの動作を抽象化し「動作」の集合とする。そして、イジン

グ型コンピュータ、NISQコンピュータ、誤り耐性ゲート型量子コンピュータ、GPU等の古典

アクセラレータのうち、動作集合を構成するどの動作に対して、どのようなアクセラレーシ

ョンが適切か、また実際に次世代アクセラレータとして何を使うべきかを考え、アプリケー

ションプログラムの最適化と、次世代ならびに古典アクセラレータの最適化を同時に実行

する基本アルゴリズムを研究開発する。 

実施内容 A2： 次世代アクセラレータ・コデザインのライブラリ・APIの研究開発 

次世代アクセラレータと既存コンピュータとを相互にやり取りするための共通インタ

フェースを設計・開発し、次世代アクセラレータ・コデザインのライブラリ・APIを研究開

発する。特に、共通インタフェースを抽象化し、アクセラレータ間の差異を意識させない相

互利用を可能とすることにより、次世代アクセラレータ・コデザイン基盤を用いたアプリケ

ーション開発エコシステムの構築を実現する。 
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（B） 次世代アクセラレータインタフェース技術 

イジング型コンピュータ、NISQ コンピュータ、誤り耐性ゲート型量子コンピュータ、

GPU を使った古典アクセラレータなど、各種アクセラレータについて、アプリケーションプ

ログラムに対するインタフェース技術を研究開発する。 

まず入出力データに関して調査し、これを最適化する技術を開発する。さまざまなアプ

リケーションプログラムにおいて、アプリケーションプログラムに必要なデータの実量を

評価し、データ準備・データ入力・データ出力・原問題の解取出しのすべての工程において、

これらの最適化を図る。その上で入出力オーバヘッドを評価する。 

また各種アクセラレータと、これを利用して解く問題の関係性を評価し、実施内容（A）

による次世代アクセラレータ・コデザインに適用する。アクセラレータと諸問題との性質を

調査した上で、問題を次世代アクセラレータで解く際の実行時間を評価する実行時間評価

系を構築し、実施内容（A）による次世代アクセラレータ・コデザインに適用する。 

最終的に入出力オーバヘッド、実行時間評価を次世代アクセラレータ・コデザイン技術

にフィードバックすることで次世代アクセラレータ・コデザイン基盤を実現する。 

また上記と合わせて、各種次世代アクセラレータについて、実施内容（A）と連携しな

がら、対象とする問題やこれらに対する入出力形式等を定義するものとする。 

具体的な研究開発事項として以下の 4つを取り上げる： 

実施内容 B1： イジング型コンピュータのインタフェース技術の研究開発 

イジング型コンピュータと諸問題との性質を調査した上で、イジング型コンピュータ

を対象に、入出力オーバヘッド、実行時間の評価系を研究開発する。 

実施内容 B2： NISQコンピュータのインタフェース技術の研究開発 

NISQコンピュータと諸問題との性質を調査した上で、NISQコンピュータを対象に、入

出力オーバヘッド、実行時間の評価系を研究開発する。 

実施内容 B3： 誤り耐性ゲート型量子コンピュータのインタフェース技術の研究開発 

誤り耐性ゲート型量子コンピュータと諸問題との性質を調査した上で、誤り耐性ゲー

ト型量子コンピュータを対象に、高速シミュレータ等を利用して入出力オーバヘッド、実行

時間の評価系を研究開発する。 

実施内容 B4： GPU等古典アクセラレータのインタフェース技術の研究開発 

GPU 等古典アクセラレータと諸問題との性質を調査した上で、GPU等古典アクセラレー

タを対象に、入出力オーバヘッド、実行時間の評価系を研究開発する。 

 

（C） 次世代アクセラレータの社会実装の促進 

次世代アクセラレータの社会実装の促進の研究開発では、以下の二点を実施する。 

第一に、CPS スマート製造領域における次世代アクセラレータ活用の加速を行う。CPS

スマート製造領域におけるボトルネック要因を定式化し、これを次世代アクセラレータで

解法可能な形式に変換した上で、プロトタイププログラムを開発する。これをもとに CPSス
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マート製造領域のステークホルダーからフィードバックを得て、産業側ニーズを反映する。 

第二に、さまざまな次世代アクセラレータの活用を検討する企業群からなる社会実装

コンソーシアムを拡大する。昨今、さまざまな次世代アクセラレータを利用できるようにな

りつつあるため、イジング型コンピュータ、NISQ コンピュータ、誤り耐性ゲート型量子コ

ンピュータ、GPU 等古典アクセラレータのどれか一種類のみに注目している企業は少なく、

いずれの次世代アクセラレータについても注目している企業が多い。そのため、複数種の次

世代アクセラレータの組合せ活用のプロトタイププログラムを開発し、それをもとに企業

からフィードバックを得て、産業側ニーズを反映する。複数種の次世代アクセラレータの組

合せ活用のプロトタイププログラムを基に産業界ニーズを汲み上げることで、イジング型

コンピュータ並びに NISQコンピュータの社会課題活用を目指す企業群からなる社会実装コ

ンソーシアムを拡大する。 

上記を受け、実施内容 Cは以下の通りである： 

実施内容 C： 次世代アクセラレータの社会実装の促進の研究開発 

CPS スマート製造領域における次世代アクセラレータ活用を加速し、さまざまな次世代

アクセラレータの活用を検討する企業群からなる社会実装コンソーシアムを拡大する。 

 

社会実装（計画）： 

本研究開発の社会実装に向けた戦略と取組みとして、以下のような段階的な戦略を想

定する。まずオープン戦略として、研究開発の最終段階あるいは研究開発終了後まもなくの

時期に、本研究開発によって得られた成果を部分的にもいち早く公開することにより、世界

でデファクトスタンダードを目指す。システムインテグレータがより迅速に社会実装を展

開し、事業化のために本研究開発技術を利活用することが期待される。 そしてその後、順

次クローズ戦略として、本研究開発を主体的に進める産業界を中心に、研究開発されたソフ

トウェア群を用いたアプリケーションプログラムの高速化・高度化サービス、研究開発され

たソフトウェア群のライセンシングなど競争領域にて事業展開を図る。 

本研究開発では、社会実装の姿として、NEDO 事業や Q-LEAP事業等と連携し、ネットワ

ーク型製造システムや物流、材料、エネルギー・環境産業等からいくつかを想定し、これら

の潜在ユーザーと、社会問題の抽出ならびに定式化／最適解法について連携しながら社会

実装を進めるものとする。一部の次世代アクセラレータを用いた研究開発を既に行ってい

るアーリーアダプタ層の企業群との強力な連携だけでなく、アーリーマジョリティ層とな

り得る企業群に対し、次世代アクセラレータの価値を明確化することにより、アーリーマジ

ョリティ層の早期取り込みを行い、次世代アクセラレータ活用の早期拡大を目指す。レーザ

ー加工分野においても、ネットワーク型製造システムに関するアプリケーションプログラ

ムを想定し、研究開発技術を社会実装することを目指す。これらの研究開発成果のもと、企

業による準製品化を完了し、社会実装コンソーシアムで活用する。 
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２）技術的目標（計画）

事業終了時点アウトプット目標（2022年度の目標）

・次世代アクセラレータ・コデザイン基盤を実現するソフトウェアを実装完了し、オープン

テストベッド化を完了する（TRL7）。

・代表的なアプリケーションについて、次世代アクセレラレータ基盤により、古典アクセラ

レータのみを活用した従来技術に比較して 10 倍～100 倍高速化を達成し、企業による準

製品化を完了し、社会実装コンソーシアムで活用する（TRL7）。

以下に 5年間の工程表を示す。なお 2018年度は研究計画策定期間である。

３）課題目標の達成度（成果）

① 国際競争力

本研究開発は(1)イジング型コンピュータ、(2)NISQコンピュータ、(3)誤り耐性ゲート

型量子コンピュータを次世代アクセラレータとし、これらを適材適所で利活用することで、

Society 5.0に資するアプリケーションプログラム全体を高速化・高度化し、従来の計算方

法と比較し格段に処理や解析を高速化・高度化する次世代アクセラレータ基盤の研究開発

するものであり、競合技術に比較して高い優位性を持つ。ここでは、本研究開発と競合技術

とをグローバルベンチマークし、現時点での本研究開発を位置づけ、さらに研究開発が完了

し後の本研究開発を位置づけることで、本研究開発の国際競争力を評価した。

グローバルベンチマーキングにあたり次世代アクセラレータとして、イジング型コン

ピュータ、NISQ コンピュータ、誤り耐性ゲート型量子コンピュータを対象とし、さらに、

GPU を利用した古典アクセラレータを含め、次世代アクセラレータを活用し、(2)インタフ

ェース開発要素を含むもの（図 2-5-2参照）を焦点とした。

研究開発
項目 2018年度計画 2019年度計画 2020年度計画 2021年度計画 2022年度計画 出口戦略 製品化

• 次世代アクセラ
レータ・コデザイ
ンソフトウェアの
オープン化による
試用拡大

• アプリケーション
最適化サービスの
事業化への貢献

• 各種アプリケーション
プログラムのボトル
ネック調査

• ボトルネックと次世代
アクセラレータとの相
関性調査

• 調査結果を踏まえた設
計指針の確定

(研究開発項目３)光電子情報処理
①次世代アクセラレータ基盤に係る研究開発

• 各種アクセラレータの
入出力調査

• 各種アクセラレータの
入出力計算・データ量
調査

• 調査結果を踏まえた設
計指針の確定

• 内閣府
「ImPACT」、文
部科学省「Q-
LEAP」、経済産業
省・NEDO「高効
率・高速処理を可
能とするAI チッ
プ・次世代コン
ピューティングの
技術開発事業」の
状況を踏まえ、今
後詳細を決定する。

• 上記検討にあたっ
て、必要な調査を
実施する。

民間からの出資（人材、物資、資金等）

アプリケーション
最適化サービス

（ユーザ試用: 2023～
商用利用: 2025～）

• 次世代アクセラレー
タ・コデザイン問題定
式化完了

• 各種アプリケーション
プログラムとアクセラ
レータを用いたプロト
タイププログラム開発
完了（第1段階）

• 各種アクセラレータと
問題との性質調査

• 各種アクセラレータイ
ンタフェースのプロト
タイプ設計完了

• 次世代アクセラレー
タ・コデザイン問題の
解法を確定

• 各種アプリケーション
プログラムとアクセラ
レータを用いたプロト
タイププログラム開発
完了（第2段階）

• 各種アクセラレータイ
ンタフェース設計とコ
デザイン問題の解法へ
の適用完了

• 次世代アクセラ
レータ・コデザイ
ン基盤を実現する
ソフトウエアの実
装完了とオープン
テストベッド化の
完了

• 代表的なアプリ
ケーションへ適用
評価し、古典アク
セアレータのみの
技術と比べ10-
100倍の高速化し、
企業による準製品
化を完了し、社会
実装コンソーシア
ムで活用

TRL7

1) 次世代アクセラレータ・コデザイン

2) 次世代アクセラレータインタフェース技術

（25%） （50%）

TRL2

TRL2

（50%） （50%）

TRL5

TRL5
3) 次世代アクセラレータ活用の社会実装の加速世代アクセラレータ活用の社会実装の加速世代アクセラレータ活用の社会実装の加速

• CPSスマート製造領域
への次世代アクセラ
レータ活用の加速

• さまざまな次世代アク
セラレータの活用を検
討する企業群からなる
社会実装コンソーシア
ムの拡大

TRL5
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図 2-5-2．次世代アクセラレータインタフェースの果たすべき役割 

 

SIP 終了時のベンチマーク結果を表 2-5-1に、これをレーダーチャートにしたものを図

2-5-3に示した。 

まず、次世代アクセラレータとして、イジング型コンピュータ、NISQ コンピュータ、

誤り耐性ゲート型量子コンピュータ、加えて GPU による古典アクセラレータを開発対象に

含み、企業が提供するサービスを評価対象とした。具体的には、欧米ならびに日本から幅広

く、CUDA（米・NVIDIA）1、次世代アクセラレータ導入コンサルティングサービス（米・QCWare）

2、AWS braket（米・Amazon）3、tket（英・Cambridge Quantum Computing）4、次世代アク

セラレータ導入コンサルティングサービス（加・1QBit）5、次世代アクセラレータ導入コン

サルティングサービス（加・SoftwareQ）6、次世代アクセラレータ導入コンサルティングサ

ービス（日本・NTT データ）7、PyQUBO（日本・リクルート）8、Microsoft Azure Quantum

（米・Microsoft）9、Jij-Zept（日本・Jij）10とした。それぞれ以下の情報をもとに評価し

た。  

  評価軸として、「次世代アクセラレータ向けのインタフェース」が幅広い市場に普及し

てこそ価値が出るものであるため、研究開発の価値を大きく、 

 市場性 

 社会貢献性 

 
1 https://developer.nvidia.com/cuda-toolkit 

2 https://www.qcware.com/research 

3 https://aws.amazon.com/jp/braket/ 

4 https://cambridgequantum.com/our-publications/ 

5 https://1qbit.com/products/ 

6 https://www.softwareq.ca/products 

7 https://www.nttdata.com/jp/ja/services/quantum/ 

8 https://pyqubo.readthedocs.io/en/latest/ 

9 https://azure.microsoft.com/ja-jp/products/quantum/ 

10 https://www.jijzept.com/ 

次世代
アクセラ
レータIF

対
応
機
種
数

… …

適
用
対
象
の
広
さ拡張性
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 コスト 

の 3つの観点とした。さらに市場性はより細分化して評価項目を設定した。 

 適用対象の広さ 

 対応可能なアクセラレータの機種数 

 インタフェース自体の拡張性 

以上の評価軸によって、現状のベンチマーク結果を見ると、本研究課題は、組合せ最適

化問題、機械学習、量子化学計算をはじめ古典アクセラレータの全対象領域に適用可能であ

り、適用範囲の広さで大きな優位性を持つ。さらに、現状、実利用可能な次世代アクセラレ

ータのすべてを対応可能とし、対応可能なアクセラレータの数においても優位性を持つ。一

方、拡張性や社会貢献度、コストについては、ソフトウェア、API（Application Program 

Interface）、ライブラリの充実ならびに社会実装コンソーシアムの充実が求められる。 

2021年度に比較して、2022年度においても本研究開発に継続した進捗があった。その

部分については、表 2-5-1 において赤枠で示し、また図 2-5-3では矢印で示した。 

2019年度～2021年度の本研究開発の研究期間を通して、特筆すべき成果として例えば、

以下のようなものがあり、最終的にこれらの成果を反映したものとなっている。 

【拡張性】京都大学・フォトニック結晶レーザーチームとの連携によるフォトニック結晶レ

ーザーの性能指数 Q を向上させる結晶構造探索高速化がある。フォトニック結晶レーザー

シミュレータ、古典計算機による機械学習、加えて次世代アクセラレータによる推論の 3段

階による量子・古典ハイブリッド手法を構築し、実際にフォトニック結晶レーザーの性能指

数 Q を大幅に向上させることに成功している。さらに、NICT の研究開発成果を活用し、京

都大学・NICT・慶応義塾大学を秘匿通信によって接続し「秘伝の書」を仲介したフォトニッ

ク結晶レーザーの構造最適化に成功している。製造分野に量子計算技術を適用可能とする

好例となっている。 

【拡張性】加えて、2021 年度に引き続き、物流倉庫における作業者最適配置では、これま

での成果を活用し、2022.10 より実サービスが開始された。物流倉庫の実際のオペレーショ

ンに必要な制約事項を種々取り入れ、実仕様に対応するための作業者配置最適化エンジン

が利用されている。また、作業者配置最適化エンジンの結果検証に向けた、現場における生

産性のデータ化及び分析を行うことにより、物流倉庫の DX化が達成された。 

【社会貢献度】さらに、研究開発したソフトウェア（ライブラリや API）の普及のためには、

実際にユーザー企業が使用し、ユーザーニーズに則した機能実装を進めることが肝要と考

えており、本研究開発では、各種ユーザーコンソーシアムと連携した社会実装を志向してい

る。㈱フィックスターズは Amplify SDKにより、多くのユーザー企業に量子計算のためのソ

フトウェアツールキットを提供している。一方、QPARC は㈱QunaSysが 2020.4に立ち上げた

コンソーシアムであり、国内の主要材料メーカー、及び、自動車・エレクトロニクス関連企

業 50社超から計算技術者が集まっている。最終的に SIPで開発するソフトウェアの社会実

装の一環として、QPARC は Amazon AWS との連携を通じ、QPARC 参加企業が量子コンピュー
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タ実機を活用できる場を提供した。 

表 2-5-1. 次世代アクセラレータ基盤のグローバルベンチマーク 

  

 

 
図 2-5-3. 次世代アクセラレータ基盤の他機関との比較。矢印は 2021 年度から 2022 年度にか

けて、本 SIP 光・量子課題事業の進捗部分。 

 

評価対象となる企業ならびにサービスについて、ソフトウェアやサービスの充実が予

想されるが、利用する次世代アクセラレータの種類が限られ、またその活用技術が、手動や

特定の量子・古典ハイブリッドアルゴリズムに限られるなど、拡張性（自動化、コデザイン

性）の範囲が極めて限られる。社会貢献度やコストについても、本研究課題に比較すると、

評価軸

研究開発

SIP光量子
（日本）

CUDA
（米・

NVIDIA
）

次世代アクセ
ラレータ導入
コンサルティン

グ
（米・

QCWare）

AWS 
braket

（米・
Amazon）

Azure 
Quantum

（米・
Microsoft）

tket
（英・

Cambridge 
Quantum 

Computing
）

次世代アクセ
ラレータ導入
コンサルティン

グ
（加・

1QBit）

次世代アクセ
ラレータ導入
コンサルティン

グ
（加・

SoftwareQ
）

次世代アクセ
ラレータ導入
コンサルティン

グ
（日本・NTT

データ）

PyQUBO
（日本・リ
クルート）

JijZept
（日本・
Jij）

市
場
規
模

適用対象の
広さ

◎
組合せ最適化

機械学習
量子化学計算

古典アクセラレータ
の対象領域

◯
古典アクセラ
レータの対象

領域

△
機械学習

量子化学計
算

◯
最適化計算
機械学習

量子化学計
算

◎
組合せ最適化
数理最適化
機械学習

量子化学計
算

△
量子化学計

算
△

組合せ最適化
△

量子化学計
算

△
組合せ最適化

△
組合せ最適化

△
組合せ最適化

対応可能な
アクセラレー
タ機種数

◎
現状のイジング型コ
ンピュータ・NISQ
型コンピュータ、将

来開発される誤り耐
性型量子コンピュー

タ

×
古典アクセラ

レータ

△
古典アクセラ
レータ、一部
のNISQコン

ピュータ

○
一部のイジン
グ型コンピュー

タ、一部の
NISQコン
ピュータ

◎
複数のイジン
グ型コンピュー

タ、複数の
NISQコン
ピュータ

△
複数のNISQ
コンピュータ

△
一部のイジン
グ型コンピュー

タ

△
複数のNISQ
コンピュータ

△
一部のイジン
グ型コンピュー

タ

△
複数のイジン
グ型コンピュー

タ

△
一部のイジン
グ型コンピュー

タ

拡張性（自
動化、コデザ

イン性）
◎

自動化、コデザイン
×

手動、コデザイ
ン非対応

△
特定の量子・
古典ハイブリッ
ドアルゴリズム

のみ対応

△
特定の量子・
古典ハイブリッ
ドアルゴリズム

のみ対応

△
特定の量子・
古典ハイブリッ
ドアルゴリズム

のみ対応

×
手動、コデザイ

ン非対応

×
手動、コデザイ

ン非対応

×
手動、コデザイ

ン非対応

×
手動、コデザイ

ン非対応

×
手動、コデザイ

ン非対応

×
手動、コデザイ

ン非対応

社会貢献度
（オープン開発、
コミュニティ育成）

◯
オープン開発要素を
含む開発、コンソー
シアム活動によるコ

ミュニティ育成

○
古典アクセラ
レータのみに
絞ったコミュニ

ティ育成

×
個社対応

△
研究用途、市
場拡大のため
のコミュニティ

育成

◯
コンソーシアム
活動によるコ
ミュニティ育成

×
個社対応

×
個社対応

×
個社対応

△
個社対応

（複数の大
企業への対

応）

△
研究用途、市
場拡大のため
のコミュニティ

育成

×
個社対応

コスト
（導入、運用）

◯
膨大な業種からな
るコンソーシアム参
画企業との対話か
ら得られたユーザ

フィードバック、PoC
取り組みを通じた導

入コスト低減

◯
古典アクセラ
レータ市場展

開実績有

△
ごく小数の

ユーザ企業の
みのため新規
顧客参入に対
する障壁大

◯
古典アクセラ
レータ市場展

開実績有

◯
古典アクセラ
レータ市場展

開実績有

△
ごく小数の

ユーザ企業の
みのため新規
顧客参入に対
する障壁大

△
ごく小数の

ユーザ企業の
みのため新規
顧客参入に対
する障壁大

△
ごく小数の

ユーザ企業の
みのため新規
顧客参入に対
する障壁大

◯
古典アクセラ
レータ市場展

開実績有

―
研究用途の

OSSであり当
該項目に該当

しない

△
ごく小数の

ユーザ企業の
みのため新規
顧客参入に対
する障壁大

1

0

1

2

3

市場規模：適用対象の
広さ

市場規模：対応可能な
アクセラレータ機種数

市場規模：拡張性（自
動化、コデザイン性）

社会貢献度
（オープン開発、コミュニ

ティ育成）

コスト
（導入、運用）

SIP光量子
（日本）
CUDA
（米・NVIDIA）
次世代アクセラレータ導入コンサルティング
（米・QCWare）
AWS braket
（米・Amazon）
Azure Quantum
（米・Microsoft）
tket
（英・Cambridge Quantum Computing）
次世代アクセラレータ導入コンサルティング
（加・1QBit）
次世代アクセラレータ導入コンサルティング
（加・SoftwareQ）
次世代アクセラレータ導入コンサルティング
（日本・NTTデータ）
PyQUBO
（日本・リクルート）
JijZept
（日本・Jij）
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進歩は限定的になると予想する。 

これに対して、本研究課題における開発技術は、適用範囲の広さ、対応可能なアクセラ

レータ機種数について大きな優位性を持つと同時に、理論的な定式化やそれに基づくプロ

トタイプ設計、実ソフトウェア設計を通じて拡張性（自動化、コデザイン性）にも優れるこ

とになる。加えて、研究開発の初期の段階からオープン/クローズ戦略に基づき研究開発を

実施し、社会貢献度（オープン開発、コミュニティ育成）にも優位性を持つ。さらに、50社

超の様々な業種からなる QPARC 参画企業との対話から得られたユーザーフィードバック、

POC による取り組みを通じた導入コスト低減を図り、コスト面でも同等かそれ以上のものと

なっている。 

結果的に、すべての評価項目において、競争力を持った研究開発を実施することが可能

となっている。ここまで 2019 年度から 2022年度までの研究開発を通して、SIP終了時のグ

ローバルベンチマークをほぼ達成したと考えている。 

 

② 研究成果で期待される波及効果 

本研究開発の成果は、Society 5.0を構成するさまざまな分野に波及可能である。具体

的に、本 SIP 光・量子課題では以下の 4項目を社会課題の例として社会実装を試みる。さら

に、2019年度～2022 年度までにこれらの各分野において、具体的な社会実装が達成されつ

つあり、研究成果の波及効果は大きいことが分かる。本研究開発によって、当該分野の科学

技術が大きく進展するばかりでなく、社会実装を通じて新技術が確立され、量子計算技術を

活用した新製品・新機能への展開、新たな海外市場を含む新たな市場創出が期待される。 

CPS 型スマート製造： 

従来の製造業は、少品種大量生産を前提とした一連のワークフローによって成立し、い

くつかの工程では人の経験と勘に頼ってきた側面がある。一方で現在の製造業では、多品種

少量生産に対するニーズに応えるためのさらなる高効率化が課題である。これに対応する

鍵が次世代アクセラレータを駆使した CPS 型スマート製造である。スマート製造における

重要な技術であるレーザー加工に対しては、対象スケール（マイクロ、マクロ）や対象材料

に対して、レーザーと材料の相互作用によって駆動される光物理化学現象の力学・熱シミュ

レーション、適切な加工パラメータの算出の一部分を機械学習により実行すること等が次

世代アクセラレータの対象となる。また、製造全体では、複雑化された各種工程を効率よく

実行するスケジューリング最適化や、労働負担軽減を行うためのロボットにおいて必須の

技術であるセンシングのための機械学習やロボットによる部品ピッキング・運搬の計画最

適化等が次世代アクセラレータの対象となる。 

物流・配送： 

eコマースの飛躍的な進展を受け、B2C物流の絶対量が年々増加している。また、物流

業界における労働人口の不足や高齢化問題も指摘されている。さらに、省エネルギー等環境

に配慮した持続可能な社会に向けた取り組みも求められている。これらに対応するには、フ
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ィジカル空間で集められたデータを積極的に活用した物流のさらなる効率化、配送の共同

化等を推進する必要があると指摘されている。これらの課題に対し、想定される次世代アク

セラレータの対象としては、モーダルシフトや人員配置等の各種リアルタイム最適化（考慮

すべき制約として、倉庫数、顧客拠点数、配送指定時間・場所等がある）、貨物を運ぶトラ

ックの配車スケジューリング等が挙げられる。 

材料： 

材料やエネルギーの領域では、従来の単純な性能追求（耐熱性、強度、変換効率、等）

だけでなく、環境問題や資源枯渇などの社会課題への対応が求められており、通常トレード

オフの関係にある要求を高度に両立させることが必要となる。このため、これまでのような

実験偏重・職人芸に頼った開発から脱却し、対象となるミクロな物理系をサイバー空間上で

モデル化し、シミュレーションとハイスループット実験を通じて膨大な可能性空間の中か

ら最適解（分子構造や反応条件など）を導き出す必要性が高まっている。想定される次世代

アクセラレータの対象としては、例えば、革新材料の発見や量子化学計算などがある。 

センシング・データ解析： 

IoT に代表されるビッグデータ分析、衛星データの視覚化、医療画像など、大規模デー

タにおけるデータマイニングや統計解析では、特徴量の抽出やデータ分類、推定などが行わ

れる。大量のデータを社会課題に役立てるには、実世界のリアルデータを高精度かつ膨大に

取得することが求められる。特にデータ取得の際にノイズや誤りを含む可能性が有る場合

の解析には、必要なデータと不要なデータの識別といった取捨選択、すなわち組合せ最適化

が行われる。このようなデータの最適化に対し、高速かつ高精度に処理することが可能にな

れば、実社会において効率的かつ持続可能な社会システムの構築や、高度な医療技術の提供、

新たなサービスやソリューションの創出と提供が可能になる。想定される次世代アクセラ

レータの対象としては、位置データの解析や画像データの解析等があげられる。 

 2019 年度～2022年度の研究開発を通じて、以下の項目について、社会実装が成果を上げ

ている（詳細は、③達成度(1)ならびに④達成度(2)を参照）： 

 

(A) 次世代アクセラレータ・コデザイン技術 

  上述のセンシング・データ解析について、最適周波数割当ならびに位置情報解析を実現

している。最適周波数割当では通信事業者と連携し、次世代アクセラレータの適用により次

世代通信を対象とした周波数割当問題を解法し、最適な周波数割当を実現した。位置情報解

析では、大規模位置情報解析業者と連携し、点群データを扱うアプリケーションソフトウェ

アを創出した。点群を自動で切り出すことで、これまでデータを個別に見ていては出来なか

った人的行動を抽出し、新たに多くの人間のデータを抽象化された行動傾向として地理情

報と紐ついた解析への展開が期待される。 

  上述の物流・配送では、物流倉庫での実作業に対応するため、作業者配置最適化エンジ

ンを開発し、さらに合わせて作業者配置最適化エンジンのサービスインが 2022.10 に実現
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し、実利用されている。結果検証に向けた現場における生産性のデータ化およびその分析を

行うことで、さらに作業者配置最適化エンジンを改良すると同時に、エンジンのプラットフ

ォーム化を行った。これにより、当該現場に限らず福祉、研究開発への展開などへの波及を

目指す。 

(B) 次世代アクセラレータインタフェース技術 

上述の材料について、NISQ コンピュータ実機をアクセラレータとして用い、量子化学

向け計算時間推論のエンジンなどのインタフェース技術の開発を進め、革新的材料開発へ

の応用を行っている。量子コンピュータ上で量子化学計算を実行できるソフトウェアへ研

究開発成果を実装し、開発中のアルゴリズムエンジン、及び計算時間推論エンジンの有効性

検証のため、Microsoftの Azure Quantumの量子コンピュータ実行プラットフォームを経

由し、Honeywell System Model H1（イオントラップ型）という現時点で利用できる世界最

高性能（Quantum Volume512）の量子コンピュータを利用して検証を実施した（分子の振動

数解析を行った本計算は世界初の試み）。量子化学計算は、太陽電池・CO2吸着・人工光合成

触媒等への貢献余地が大きく、量子コンピュータによる開発加速が期待できる。  

さらに CPS型スマート製造と材料を融合した実応用例として、レーザー光源開発・レー

ザー加工時の状態解析への応用を実施し、レーザー照射時の電子状態の時間依存ダイナミ

クスを、古典コンピュータと量子コンピュータを組み合わせて計算する手法など、量子ダイ

ナミクス計算のための理論構築を推進した。量子コンピュータは励起状態計算や量子ダイ

ナミクス計算を得意とし、従来行なえなかった現象の解析が可能となることで、新たな光源

開発や加工条件の精密制御が可能となる。 

(C) 次世代アクセラレータの社会実装の促進 

  特に、CPS型スマート製造に注目し、フォトニック結晶レーザーの性能を向上させる結

晶構造探索に成功した。人工知能と次世代アクセラレータ（イジング型コンピュータ)のハ

イブリッドアルゴリズムを活用し、性能指数 Q を高める非自明なフォトニック結晶構造を

高速に発見することに成功した。この成果により、今後さらに先端半導体の最適設計に広く

活用が期待される。 

また、複合材料の安定構造探索シミュレーションの高速化にも取り組み、材料組織の安

定構造探索計算を次世代アクセラレータ（イジング型計算機の実機）を用いて網羅的に実施

し、高速計算にも成功しており、（例）脱炭素化に貢献する材料探索を早め、地球温暖化防

止に役立つことが期待される。さらに、NICT の研究開発成果を活用し、京都大学・NICT・慶

應義塾大学を秘匿通信によって接続し「秘伝の書」を仲介したフォトニック結晶レーザーの

構造最適化に成功している。製造分野に量子計算技術を適用可能とする好例となっている。 

 

③ 達成度（１）※5年間の設定目標に対する達成度 

(A) 次世代アクセラレータ・コデザイン技術 

実施内容 A1: 次世代アクセラレータ・コデザインの基本アルゴリズムの研究開発 
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実施内容 A1 では、複数の次世代アクセラレータを協調的に動作させる基本アルゴリズ

ムを構築することを目的とする。構築する基本アルゴリズムは、対象とするアプリケーショ

ンプログラムの計算ボトルネックとなり得る各動作に対し、次世代アクセラレータならび

古典アクセラレータから動作に最適なものを選択するものであり、アプリケーションプロ

グラム全体を協調動作させる一連の仕組みを与える。2019年度から 2022年度にかけて次世

代アクセラレータ・コデザイン基盤を実現するソフトウェアの実装を完了し、オープンテス

トベッド化を完了した。代表的なアプリケーションへ適用評価し、古典計算機や古典アクセ

ラレータのみの技術と比べ 10-100倍の高速化を実現し、企業による準製品化を完了し、社

会実装コンソーシアムで活用した。2019年度から 2022年度にかけての取り組みにより以下

の成果を得た。 

1) アプリケーションプログラムのボトルネック調査 

対象となるアプリケーションプログラムを想定し、ボトルネックとなる計算に時間が

かかる処理を部分プログラムとして抽出した。いま Society 5.0 に資する典型的なアプリ

ケーションプログラムの実例として、宅配業者が複数のトラックを使用して効率的に倉庫

内の荷物を各家庭に配送するアプリケーションプログラムを考える。この場合に、倉庫内の

荷物をデータとして入力する部分プログラムは次世代アクセラレータを使う必要がなく、

通常の古典のコンピュータで実行することが望ましい。一方で荷物をトラックに割り当て、

各家庭に配送する順序を決める部分プログラムは計算量が大きく、次世代アクセラレータ

を使うことが望ましい。 

2) 次世代アクセラレータ・コデザイン問題を定式化し、各アクセラレータを協調的に動作

させる最適化アルゴリズムを実現 

対象となる部分プログラムを次世代アクセラレータで実行する「向き／不向き」を調査

した。先の宅配アプリケーションプログラムの例では、次世代アクセラレータの適用の対象

となる部分プログラムは容量制約付き配送問題(Capacitated Vehicle Routing Problem; 

CVRP)と呼ばれる最適化問題となる。この最適化問題に向く次世代・古典アクセラレータと

してはイジング型コンピュータ、NISQ、古典アクセラレータが考えられる。一方で誤り耐性

量子コンピュータは、この最適化問題に不向きであり協調動作する場合は使用しないこと

が望ましい。さらに検討を重ねると次世代アクセラレータの対象となる部分プログラムは、

さらに細かい部分プログラムに分解可能であることが判明した。この CVRPの場合はクラス

タリング問題と巡回セールス問題に分解可能である。分解された部分プログラムにも次世

代アクセラレータ適用の向き不向きがある。 

次世代アクセラレータを使用するにあたり実行時に最適化したい項目は異なる。部分

プログラムの出力を解の品質と定義し、この解の品質と実行時間を多目的に最適化するこ

とを考えた。多目的関数を 1 次元の評価指標に落とし込む優先度というハイパパラメータ

を定義し、その 1 次元の評価指標の最適化が多目的関数の最適化に結びつく変換方法を構

築した。次世代アクセラレータ・コデザイン問題を入力プログラムに対し、実行時間と解の
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品質（近似度）を多目的に最適化する部分プログラムとアクセラレータの割当問題として定

式化を完了した（図 2-5-4）。

図 2-5-4. 実行時間と解の品質（近似度）を多目的に最適化するアルゴリズム（上）と

ベンチマークに対する最適化結果（下）

3) 複数の次世代アクセラレータを協調して動作させるコデザイン基盤となるソフトウェ

アの実装と、次世代アクセラレータ・コデザインソフトウェアを公開し、オープンテストベ

ッド化を達成

次世代アクセラレータ・コデザインの最適化アルゴリズムを実現するソフトウェア（図

2-5-5）を実装した。プログラムは APIを通じてクラウドサーバーと通信するが Wrapper API

を用意することで複数の部分プログラムをまとめ、効率的な処理を可能とする。Wrapper API

が実際に、部分プログラムごとにプリミティブな APIで計算するか、あるいは部分プログラ

ムをまとめた状態で計算するか、はシステム内で決定される。推定モジュールとして部分プ

ログラムのパラメータに対する実行時間をプロファイルしておき、ソフトウェアは各種ア

プリケーションの API として与えられ、基本構造となるプリミティブな API とそれらを複

合して動作する APIとして与えられる。

入力 目的関数
F [s] 選択アクセラレータ

chr12a 7.242 次世代アクセラレータ（イジング型
コンピュータ，イテレーション回数
1,000,000回)

chr12b 6.724 次世代アクセラレータ（イジング型
コンピュータ，イテレーション回数
1,000,000回)

chr12c 7.196 次世代アクセラレータ（イジング型
コンピュータ，イテレーション回数
1,000,000回)

入力 目的関数
F [s] 選択アクセラレータ

chr12a 10006.242 次世代アクセラレータ（イジング
型コンピュータ，イテレーション
回数1,000,000回)

chr12b 10022.262 次世代アクセラレータ（イジング
型コンピュータ，イテレーション
回数100,000,000回)

chr12c 10021.561 次世代アクセラレータ（イジング
型コンピュータ，イテレーション
回数100,000,000回)

リアルタイム性を優先する（実行時間が
小さい方が良い）問題の場合

最適性を優先する（解の近似度が小さい
方が良い）問題の場合
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図 2-5-5. 次世代アクセラレータ・コデザインソフトウェア

4) 位置情報アプリケーションと周波数割当最適化アプリケーションに対して、古典計算機

や古典アクセラレータのみの技術との比較で次世代アクセラレータ・コデザインソフトウ

ェアが 1桁以上の高速化を達成

位置情報アプリケーションは入力された複数の位置情報からノイズを除去し意味ある

まとまりを出力するアプリケーションである（図 2-5-6）。人間の行動を解析するにあたり

モバイル端末から GPS データを取得するとそれは時間と位置座標のペアとして得ることが

できる。大量の時間と位置座標のペアはそれだけでは意味をなさないため、注目するべき

位置座標群を時空間上のまとまりを検出して解析結果として出力する。

周波数割当最適化アプリケーションは周波数干渉を起こさないように複数の時間枠に

おける基地局と周波数との割当を最適化するアプリケーション（図 2-5-7）である。近い位

置にある基地局が同時刻に干渉する周波数を用いることは避けなければならないハードな

制約となる。基地局には通常複数の周波数を割当てることが可能であるが、なるべく連続し

た周波数領域を割当てることが望まれており、これがソフトな制約となる。ハードな制約を

満たしつつ複数のソフトな制約に相当するコスト関数を最小化する問題を、次世代アクセ

ラレータを用いて解法する。

クラウドサーバ 次世代アクセラレータ

サーバサイドプログラム

基本アルゴリズム

推定/実行モジュール
ユーザインタフェース 実行システム 次世代アクセラレータ

プログラム

API

Web APIを提供

アルゴリズムにより最適なアクセラレータを選択

|Q >

内部処理と外部処理を適
切に振り分け、次世代アク
セラレータを効果的に活用。

複数指標を用いた多目的最適化
さらにアクセラレータ選択アルゴリズムは
優先したい目的に応じて拡張可能
・ 実行時間
・ 出力結果の品質
・ 次世代アクセラレータのライセンス・コ
スト
etc...

部分プログラム

部分プログラム

Wrapper 
API

CVRP 
API

TSP 
API

KP API

プリミティブなAPI

高度なAPI

API
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図 2-5-6. 位置情報アプリケーション

図 2-5-7. 周波数割当最適化アプリケーション

これらのアプリケーション古典計算機や古典アクセラレータのみの技術との比較で次

世代アクセラレータ・コデザインソフトウェアが 1桁以上の高速化を達成した（表 2-5-2）。

位置情報アプリケーション（2パタン）の高速化スキームを構築

位置情報
解析

クラスタ
リング

位置情報解析
後処理

KP
API

サーバサイドプログラム

基本アルゴリズム

実行システム

基本アルゴリズムに従
い最適な割当を探索し
自動割当イジング型コンピュータ

GPU等古典アクセラレータ

イジング型コンピュータ

GPU等古典アクセラレータ
NISQコンピュータ

位置情報
解析

クラスタ
リング 経路探索 位置情報解析

後処理

CVRP
API

KP
API

TSP
API

Wrapper 
CVRP API

サーバサイドプログラム

基本アルゴリズム

実行システム

基本アルゴリズムに従
い最適な割当を探索し
自動割当イジング型コンピュータ

GPU等古典アクセラレータ イジング型コンピュータ

GPU等古典アクセラレータ
NISQコンピュータ

周波数割当最適化アプリケーションの高速化スキームを構築
周波数割当

最適化
最適化問題

最適化項
目の選択

周波数割
当最適化 後処理

QUBO
API

サーバサイドプログラム

基本アルゴリズム

実行システム

基本アルゴリズムに従
い最適な割当を探索
し自動割当

0 42 6 7531

事業者

周波数干渉:
2基地局間

隣接

04

2

6

75

3 1

04

2

6

75

3 1

古典
コン

誤り耐性
量子コン

NISQIsing

基地局

3基地局間

古典
コン

古典
コン

NISQIsing

多目的最適化
・使用周波数の種

類を最小化
・同一周波数を連

続時間を最大化

API

目的関数を選択
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表 2-5-2. 周波数割当最適化アプリケーションで 1桁以上の高速化

5) ポストコロナ時代の働き方に対応する次世代アクセラレータ活用の人員計画最適化基

盤ソフトウェアの有効性を確認。一部の企業とのサービスイン合意をとり企業による準製

品化を完了し、社会実装コンソーシアムにおける活用を達成

次世代アクセラレータ（量子計算技術）を活用することで、新型コロナウイルスの影響

を加味した柔軟な人員計画最適化ソフトウェアを作成した。新型コロナウイルスの影響に

よる職場環境における新たな制約を遵守し、生産現場や介護現場等の人員計画最適化の有

効性を確認した。これまで人手により朝・昼・夕の合計で数時間を越える多大な時間が割か

れた人員計画最適化が，配置調整を行いたいタイミング（予定外の欠勤、急な帰宅者発生、

生産進捗の状況等）に随時・何度でも行うことができ、人員計画最適化の処理時間も数十分

程度と大幅に短縮できるようになった。さらに、100名あまりの人員配置に際しての公平性

（作業場所、チームの組合せ、担当外の業務割り当て等）を最適化要素に組み込むことで職

場の満足度向上も期待される。新型コロナウイルスの影響が緩和される新時代においても、

世界規模での生産性向上を実現し、SDGs の「8.働きがいも経済成長も」に対応する多様な

働き方を達成かつ生産性を高めることが見込まれる。

［SIP 第 2期の研究開発実績（まとめ）］

 アプリケーションプログラムを構成する部分プログラムの一部を次世代アクセラレータ・

古典コンピュータ上で部分的に実行し、各種アプリケーションプログラムのボトルネック

を調査した。ボトルネックと次世代アクセラレータとの相関性を調査した。

 次世代アクセラレータ・コデザイン問題を定式化し、各アクセラレータを協調的に動作さ

せる最適化アルゴリズムを実現した。

 複数の次世代アクセラレータを協調して動作させるコデザイン基盤となるソフトウェア

の実装を達成した。次世代アクセラレータ・コデザインソフトウェアを部分公開し、オー

プンテストベッド化を達成した。

 代表的なアプリケーションとして位置情報アプリケーションと周波数割当最適化アプリ

ケーションに対して、古典計算機や古典アクセラレータのみの技術との比較で次世代アク

(m,n,f,t)
m:事業者数、
n:基地局数、

f:チャネル数、t:
タイムスロット

古典ヒューリスティック 次世代アクセラレータ・
Fujitsu DA PT mode 次世代アクセラレータ・コデザイン

時間
[s]

品質
[a.u.]

時間
[s]

品質
[a.u.]

時間
[s]

品質
[a.u.]

選択された
アクセラレータ

(4,8,4,2) 0.54 -14.38 5.81 -14.38 0.23 -14.38 Amplify AE

(4,12,5,2) 1.04 -15.52 3.87 -16.24 0.18 -16.24 Amplify AE

(4,16,15,2) 6.49 -116.50 11.87 -118.59 0.20 -112.93 Amplify AE

(4,20,15,2) 9.37 -99.22 29.20 -103.11 4.12 -102.36 Fujitsu DA EX mode

(4,24,15,2) 15.33 -80.15 40.43 -53.47 3.34 -74.12 Fujitsu DA EX mode

次世代アクセラレータ・
Fujitsu DA PT mode

時間
[s]

0.23

古典ヒューリスティック

品質
[

0.54

5.7x～32x
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セラレータ・コデザインソフトウェアが 1桁以上の高速化を達成した。

 ポストコロナ時代の働き方に対応する次世代アクセラレータ活用の人員計画最適化基盤

ソフトウェアの有効性を確認できた。一部の企業とはサービスインの合意をとり、企業に

よる準製品化を完了し、社会実装コンソーシアムにおける活用を達成した。

実施内容 A2：次世代アクセラレータ・コデザインのライブラリ・APIの研究開発

本実施内容 A2における具体的な研究開発事項は、次世代アクセラレータと既存コンピ

ュータとを相互にやり取りするための共通インタフェースを設計・開発し、次世代アクセラ

レータ・コデザインのライブラリ・APIを研究開発することを目的とする。特に、共通イン

タフェースを抽象化し、アクセラレータ間の差異を意識させない相互利用を可能とするこ

とにより、次世代アクセラレータ・コデザイン基盤を用いたアプリケーション開発エコシス

テムを構築することを目指す。

2019年度～2020 年度の研究活動においては、次世代アクセラレータの比較検討を行う

ための統合計算機環境の設計を実施した。具体的には、以下の研究・開発を行うことにより、

次世代アクセラレータ研究開発プラットフォームを構築した。

 イジング型コンピュータ/NISQ コンピュータへのアクセス手段の確立、および GPU/HPC 上

で動作する誤り耐性ゲート型量子コンピュータ環境の構築を行った。

 次世代アクセラレータの比較検討を行う統合計算機環境の設計を行った。

 イジング型コンピュータ共通プラットフォーム向けインタフェースの開発を行った(NEDO

との連携)。

 種々のアクセラレータで実行可能なライブラリ・APIのプロトタイプの開発を行った。

図 2-5-8. 物流倉庫における作業者最適配置の実証実験

また、構築した次世代アクセラレータ研究開発プラットフォームを用い、住友商事グル

ープの物流倉庫における作業者最適配置の実証実験を実施した。この実証実験に際しては、

実施内容 B4 と連携して実証実験のためのプロトタイプ APIを開発した。この実証実験の目

理想的な人員配置により、
過去実績に対して30%以上の作業効率改善を示唆
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的は最適化問題をコデザイン・ライブラリで実行することであった。本実験では、作業者 100

名の 4 種類のタスクについて、イジング型コンピュータ及び GPU を実行環境として実行し

たところ、70ミリ秒の計算時間で、理想的な人員配置により、過去実績に対して 30％以上

の作業効率改善を示唆する結果が得られた（図 2-5-8）。

2021年度～2022 年度の研究活動においては、次世代アクセラレータの比較検討を行う

統合計算機環境の設計を継続し、以下 2 項目を実行できる環境を完成させた。図 2-5-9 に

次世代アクセラレータ研究開発プラットフォームを示す。

 イジング型コンピュータを選択的に実行可能とするインタフェースを構築した。

 NISQコンピュータと誤り耐性ゲート型量子コンピュータのシミュレータと接続して、需要

の高い組合せ最適化問題対応ができる環境を実現できた。

図 2-5-9. 次世代アクセラレータ研究開発プラットフォームと Amplify SDKの開発

更に 2022年度の研究活動においては、2021年度の次世代アクセラレータ研究開発プラ

ットフォームを発展させ、次世代アクセラレータ・コデザイン基盤を実現するソフトウェア

の実装完了とオープンテストベッド化を完了し、代表的なアプリケーションへ適用評価し、

古典計算機や古典アクセラレータのみの技術との比較評価を実施した。

 イジングマシン（商用マシン全て）、量子アニーリングマシン（D-Wave）、量子ゲートマシ

ン（IBM-Q）、量子コンピュータシミュレータ、および数理最適化ソルバ（Gurobi/CBC）を

利用可能な開発環境（図 2-5-10）を完成し、無償で一般に提供した。
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図 2-5-10. 次世代アクセラレータ統合実行環境で最適マシンを選択できる開発環境の拡張

 ㈱フィックスターズで無償提供しているイジングマシン（Amplify Annealing Engine）の

大幅な性能向上も実施した(2021年度の最大 64倍：㈱フィックスターズ比)。

 また住友商事㈱と進めてきた物流倉庫における作業者配置最適化問題に対して、上記の研

究成果を活用し、計算速度は 10 倍以上を実現し、計算精度に関しても人による最適化と

比べて大幅な生産性と満足度の向上を実現した。

［SIP 第 2期の研究開発実績（まとめ）］

2022 年度の設定目標である、次世代アクセラレータ・コデザイン基盤を実現するソフ

トウェアの実装を完了し、オープンテストベッド化を完了する目標、および代表的なアプリ

ケーションについて、次世代アクセラレータ基盤により、古典アクセラレータのみを活用し

た従来技術に比較して 10-100倍の高速化を達成し、企業による準製品化を完了し社会実装

コンソーシアムで活用する目標に対して、以下を実施し目標を達成できた。

 A1 のコデザインアルゴリズムとの連携により、次世代アクセラレータ統合実行環境で最

適なマシンを選択できる開発環境（図 2-5-11）を実現できた。

拡張
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図 2-5-11. 最適な次世代アクセラレータを選択

 イジングマシン（商用マシン全て）、量子アニーリングマシン（D-Wave）、量子ゲートマシ

ン（IBM-Q）、量子コンピュータシミュレータ、および数理最適化ソルバ（Gurobi/CBC）を

利用可能な開発環境を完成した。

 Amplify SDKにより、多くのユーザー企業に量子計算を容易に実現できるためのソフトウ

ェア開発ツールの提供を実現した。2022.9時点で、ユーザーの累計実行回数は、1,300万

回を突破した。

 住友商事㈱と進めているスマート物流の社会実装において、問題に応じた適切な実行マシ

ンの調査・検討が可能になり、計算速度・計算精度の向上を実現するための開発が完了し

た。

 さらに、住友商事㈱と進めているスマート物流の社会実装において、物流倉庫における作

業者最適配置でのこれまでの成果を活用し、㈱ベルメゾンロジスコにおいて 2022.10より

実サービスが開始された。本研究成果の活用により計算速度は 10 倍以上を実現し、計算

精度も人による最適化とくらべて大幅な生産性と満足度の向上を実現した。

(B) 次世代アクセラレータインタフェース技術

実施内容 B1: イジング型コンピュータのインタフェース技術の研究開発

イジング型コンピュータのインタフェース技術の研究開発では、次世代アクセラレー

タの一つとして期待されているイジング型コンピュータを効率よく利用するためのインタ

フェース技術の研究開発を行った（図 2-5-12）。イジング型コンピュータでは、相互に関係

を有する-1 または 1 の値をとるスピンの集合（イジングモデル）が 2 つのスピン間の相互

係数と自分のエネルギーの二次式で表された総エネルギーを最小化するようにスピンの向

きを決めるという物理現象に基づいている。このため、本インタフェースでは解きたい問題

次世代・古典アクセラレータに
“Amplify SDK”を通じて接続

入力

出力

ユーザ

2020/06/23

コデザインアルゴリズム

入力情報の解析

条件のスコアリング

ソルバーの選択

Gurobi
NG

D-Wave
12点

AE
14点

最適化計算の実行

AEを選択

“Amplify SDK”を通じて接続

Amplify AE Gurobi D-Wave

制約条件を考慮したグルーピング 2 2 2
全チームの総スキル値最大化 2 1 2
再配置の時に同じチームに割り当てやすくする 2 1 2
スケジュールが近い作業員をグルーピング 2 1 2
メンバーの相性係数 2 1 2
作業者 (再配置) 10人以下 2 2 2
作業者 (再配置) 100人以上 2 2 0
グループ20以上 2 2 NG
計算時間1秒以下 1 NG 2
計算時間10分以下 2 2 1
計算時間1時間以上 2 3 1
高精度な解を取得したい 2 3 NG
多様な解が欲しい (100通りなど) NG NG 3

条件

コスト関数
(複数選択)

問題サイズ
（択一）

計算時間
（択一）

特別な要求
（択一）
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を制約条件やイジングモデルに変換する機能も含めて基本ソフトウェアを構築している。

なお、問題によっては、イジングモデルと等価である 0 または 1 の値をとる変数の二次式

を最小化する QUBO（Quadratic Unconstrained Binary Optimization）モデルが用いられる。

図 2-5-12. イジング型コンピュータのインタフェース

1) 組合せ最適化問題に対するインタフェースの整備を行い、問題をイジング/QUBO モデル

へ変換するとともに、個別のイジング型コンピュータのフォーマットへ変換する環境の構

築を行った。

  代表的な組合せ最適化問題であるグラフのマックスカット問題、巡回セールスマン問

題、二次割り当て問題について、イジング/QUBO モデルに変換する環境を構築した。また、

イジング型コンピュータ毎で入力のフォーマットが少しずつ異なるので、いくつかのイジ

ング型コンピュータに対してフォーマット変換を行うと同時に、イジング型コンピュータ

に独自のパラメータを問題ごとで決める方式を示した。

2) 組合せ最適化問題以外に対するインタフェースとして、因数分解に対するイジング

/QUBO モデルの構築環境および古典的アルゴリズムと組み合わせて解く手法の提案を行い、

60ビットまでの二進数の因数分解を可能とするインタフェースを構築した。

  因数分解は公開鍵暗号の基礎となるなど、計算量的に困難な問題として知られている。

二進数の因数分解は二つの二進数の乗算の結果が因数分解したい二進数になるとして定式

化でき、二進数の乗算を部分積の加算として表すことでイジング/QUBO モデルに変換できる

ことが知られていた。しかし、既存手法では 30ビット程度の二進数しか因数分解できなか

った。それに対し、部分積の加算部の制約を一部しか使わないことと、古典的なアルゴリズ
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ムの組み合わせで、60 ビットの二進数の因数分解ができる手法の提案を行い、提案手法を

用いるためのインタフェースを構築した。 

 

3) イジング型コンピュータの実行時間、ペナルティ定数と解品質の評価をランダムに生成

した巡回セールスマン問題および二次割り当て問題について行い、問題サイズと解品質に

対して必要な実行時間の関係を明確化した。 

いくつかのイジング型コンピュータに対して、ランダムに生成した巡回セールスマン

問題や二次割り当て問題などについて実行時間と解の品質の調査を行った。また、同時にこ

れらの組合せ問題をイジング/QUBO モデルに変換するときに導入するペナルティ定数につ

いても調査を行い、問題ごとに最適なペナルティ定数の決定方法を求めた。ローカルの計算

機で実行することができるイジング/QUBO モデルのエネルギーを小さくする古典的なグリ

ーディアルゴリズムを実現し、それを用いて問題を解く場合との比較を行った（図 2-5-13）。

イジング型コンピュータを用いることで、古典的アルゴリズムに比べ、1/10 の実行時間で

より品質の良い解が得られることが分かった。 

 

 

図 2-5-13. 実行時間と得られたエネルギーの関係 

 

4) イジング型コンピュータの実行時間について、入力データの転送時間を含めた総実行時

間の推定手法を確立した。 
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イジング/QUBOモデルの構築においては、多項式変換などにより、入力である係数デー

タのサイズが大きくなることがある。サーバーとして運用されているイジング型コンピュ

ータを利用するには、入力データをサーバーまで送る必要があり、それがオーバヘッドとな

る。サーバーまでの通信環境はユーザーごとで異なるので、サーバーまでの通信時間をサン

プルデータの転送で評価し（評価結果の一部を図 2-5-14に示す）、それを用いてイジング型

コンピュータを用いて問題を解くのに必要な総実行時間の事前推定を行う手法を確立した。

イジング型コンピュータは短時間の実行で比較的良い解を得られるため、データの転送時

間が総実行時間に占める割合は小さくない。ローカルの計算機で実行できる古典的なグリ

ーディアルゴリズムでの実行時間を考慮し、ユーザーがイジング型コンピュータの利用の

最適化を行えるようにした。

図 2-5-14. イジング型コンピュータサーバーに対する通信時間評価

5) イジング型コンピュータに関するインタフェースをいずれも APIとしてローカルコンピ

ュータあるいはサーバーで動作するように実現し、配布できる形で整備を行った。

  イジング型コンピュータ向けのイジング/QUBO モデルの作成とパラメータ値の推定、各

種イジング型コンピュータフォーマットへの変換、データ通信時間を含む総実行時間の推

定、イジング/QUBOモデル上の古典的アルゴリズムはいずれも APIとして実現し、古典的な

ローカルコンピュータあるいはサーバー上で動作する形で整備した。なお、サンプルデータ

を用いたイジング型コンピュータサーバーへのデータ通信時間は、データの存在するロー

カルコンピュータで行う必要があり、その結果を APIで登録し、総実行時間の推定に用いる

形で実現した。

［SIP 第 2期の研究開発実績（まとめ）］

 組合せ最適化問題に対するインタフェースの整備を行い、問題をイジング/QUBO モデルへ

変換するとともに、個別のイジング型コンピュータのフォーマットへ変換する環境を構築

した。

 組合せ最適化問題以外に対するインタフェースとして、因数分解に対するイジング/QUBO

モデルの構築環境および古典的アルゴリズムと組み合わせて解く手法の提案を行い、60ビ
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ットまでの二進数の因数分解を可能とするインタフェースを構築した。 

 イジング型コンピュータの実行時間、ペナルティ定数と解品質の評価をランダムに生成し

た巡回セールスマン問題および二次割り当て問題について行い、問題サイズと解品質に対

して必要な実行時間の関係を明確化した。 

 イジング型コンピュータの実行時間について、入力データの転送時間を含めた総実行時間

の推定手法を確立した。 

 イジング型コンピュータに関するインタフェースをいずれも APIとしてローカルコンピュ

ータあるいはサーバーで動作するように実現し、配布できる形で整備した。 

 

実施内容 B2: NISQコンピュータのインタフェース技術の研究開発 

実施内容 B2 では、量子化学計算を対象とし、NISQ上で量子化学計算を行うためのライ

ブラリの実装、及び、（左記ライブラリを利用した）実行時間見積インタフェースの実装を

目的とする。NISQ コンピュータのインタフェース（実行時間の評価系）を考える上では、

NISQ コンピュータがヒューリスティックであり、計算精度とアルゴリズム実行時間の関係

は理論的には求まらない点を認識する必要がある。これに対して、本研究開発では、「経験

的に」計算実行時間を求めるというアプローチを採っている。つまり、実際に様々な問題で

計算した結果（実行時間）をデータとして蓄積し、既存のデータ点の内外挿により対象問題

の実行時間を推計するという機械学習的なアプローチで実行時間見積機能を実装している。

このアプローチを採るためには、 実際に計算を実行してその結果を蓄積するための計算手

法（ライブラリ）の充実が不可欠である。 

2019年度から 2022年度にかけて次世代アクセラレータ・コデザイン基盤を実現するソ

フトウェアの実装を完了し、オープンテストベッド化を完了した。代表的なアプリケーショ

ンへ適用評価し、古典計算機や古典アクセラレータのみの技術と比べ 10-100倍の高速化を

達成し、企業による準製品化を完了し、社会実装コンソーシアムで活用した。具体的な取組

は以下の通り。 

 

1) 次世代アクセラレータ・コデザイン基盤を実現するソフトウェアの実装完了とオープン

テストベッド化の完了 

(1-1)実問題適用に向けた量子化学向けアルゴリズムエンジンの拡充 

本研究開発では、多くの量子化学計算技術者が実際に研究開発の現場で使用する物性

値を計算できるライブラリの実現を目指し、革新的なアルゴリズム開発を行うプレイヤー

との連携体制を構築し研究を進めた。2019年度から 2022年度にかけて以下の機能の実装を

完了した。 

 分子動力学：第一原理電子状態計算で得られたポテンシャルエネルギーと原子核にかかる

力を用いて古典軌道を追跡する手法で、化学反応や電子励起状態など多様な化学現象を高

精度に記述できる。量子コンピュータ上で動作するエネルギーの核座標微分アルゴリズム
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を用いて、第一原理分子動力学計算やその発展である Surface hopping 計算などを実施す

る機能を実装した。 

 振動数解析：化学物質解析における重要な手法の一つ。振動数解析で得られる分子振動ス

ペクトルは、分子の「指紋」のようなものであり、石油精製や水素製造プロセスにおける

触媒反応解析等で重要な解析となっており、量子コンピュータ上で動作するアルゴリズム

を実装し、潜在顧客への試験的公開を行った。 

 光吸収スペクトラム：電子状態遷移に伴う可視光吸収スペクトルの計算が可能なアルゴリ

ズムを実装し、潜在顧客への試験的公開を行った。 

 構造最適化：よりエネルギーの小さい構造を算出し分子の安定構造を求める手法で、平衡

状態の分子特性予測に有用とされている。量子コンピュータ上で動作するエネルギーの核

座標微分アルゴリズムを実装し、潜在顧客への試験的公開を行った。 

 周期系バンド構造計算：半導体やエネルギー変換材料等、あらゆる無機機能材料の機能設

計に活用可能であり、高精度計算ニーズが高い。系の基底状態のエネルギーだけでなく、

多体効果を取り入れたバンド構造の計算ができるアルゴリズムを実装し、潜在顧客への試

験的公開を行った。 

 相対論量子化学計算：相対論効果を含む 相対論的量子化学は重元素を含む分子の正確な

物性予測に欠かせない。量子計算アルゴリズムでは相対論効果を（古典計算機とは異なり）

ほぼ追加コスト無しで取り入れることができ、量子コンピュータ上で動作する相対論的効

果を取り入れたアルゴリズムを実装し、潜在顧客への試験的公開を行った。 

 

(1-2)NISQ コンピュータの計算時間推論エンジンの API 公開と古典アクセラレータとの比

較インタフェース開発及びオープンテストベッド化の完了 

  計算時間推論エンジンの API 公開と古典アクセラレータとの比較インタフェース開発

として、様々なサイズの分子の基底状態計算でアクセラレータ別（NISQ：計算エラーの由来

としてショットノイズのみを仮定した VQE、古典コンピュータ：FCI計算）の計算時間を見

積もり、比較できるインタフェースを開発した（図 2-5-15）。 
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図 2-5-15. NISQ-古典アクセラレータの比較インタフェース 

 

開発したライブラリ及び実行時間見積インタフェースは、㈱QunaSysが運営する社会実

装コンソーシアム QPARC との連携の中で参加企業に実際に活用頂くことで、オープンテス

トベッド化を完了した。またオープンテストベッド的に活用して頂く中で、学術的・産業的

な成果も得ることができた。具体的には以下の通りである。 

 構造最適化：㈱豊田中央研究所との論文を出版した。原子核と電子の波動関数の虚時間ダ

イナミクスに基づいた分子の構造最適化手法を提案した（Hirotoshi Hirai, et al. 

Molecular Structure Optimization Based on Electrons–Nuclei Quantum Dynamics 

Computation, ACS Omega 2022, 7, 23, 19784–19793. ）。 

 光吸収スペクトラム：三菱ケミカル㈱・IBM と論文を出版した。量子コンピュータを用い

て光化学で重要な量である「遷移振幅」を精度良く計算する手法を提案した（Yohei Ibe, 

et al. Calculating transition amplitudes by variational quantum deflation, Phys. 

Rev. Research 4, 013173 – Published 3 March 2022. ）。 

 振動数解析：ENEOS との取組が Microsoft の事例として公開された。上記に加え、分子軌

道が縮退した際の数値不安定性を回避するような改良も実施した（アセチレン分子で安定

して振動解析が可能に）。 

https://customers.microsoft.com/ja-jp/story/1536149625843093498-eneos-

energy-azure-quantum-japanese 

また本取組は、Honeywell System Model H1という取組時点で利用できる世界最高性能

（Quantum Volume512）の量子コンピュータを利用し、実機上でも、実際に要求精度を満た

した計算が可能であることを確認した。計算時間見積誤差は±20%に収まり、計算時間のば

らつき等のデータも収集ができた。 
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2) 代表的なアプリケーションへ適用評価し、古典計算機や古典アクセラレータのみの技術

と比べ 10-100倍高速化し、企業による準製品化を完了し、社会実装コンソーシアムで活用. 

(2-1)特定の計算課題（分子など）において NISQコンピュータが古典アクセラレータに比べ

て 10-100倍高速化するユースケースの明確化 

(1)にて開発を行った計算時間推論エンジンの API公開と古典アクセラレータとの比較

インタフェースを用いて、NISQ コンピュータが古典アクセラレータに比べて 10-100倍高速

化するユースケースを探索した。具体的には、分子の基底エネルギー計算の手法・マシン毎

に実行コストを比較するための算出フローを整理するとともに、ベンゼンを対象にした計

算を実行した。以下の通り、古典コンピュータよりも NISQ計算が高速化するという見積結

果が得られた（図 2-5-16）。 

 

図 2-5-16. NISQ-古典コデザインのデモ計算（ベンゼン）。古典コンピュータ：3.1×10 の 14 乗

秒、NISQ：3.6×10 の 10 乗秒。 

 

(2-2)社会実装したソフトウェアをコンソーシアムを通じて提供 

コデザインのデモ計算は、㈱QunaSys が運営する社会実装コンソーシアム QPARC にて、

民間企業に公表するとともにソフトウェアの利用意向及びフィードバックを獲得した。ま

た、アルゴリズムライブラリを活用したハッカソンを開催し、世界中からオンラインで集ま

った参加者へチュートリアルを実施することでアウトリーチを推進した。 

［SIP 第 2期の研究開発実績（まとめ）］ 

 実問題適用に向けた量子化学向けアルゴリズムエンジンを拡充した（分子動力学・振動数

解析・光吸収スペクトラム・構造最適化・周期系バンド構造計算・相対論量子化学計算）。 

 NISQ コンピュータの計算時間推論エンジンの API 公開と古典アクセラレータとの比較イ

ンタフェース開発し、オープンテストベッド化を完了した（構造最適化：豊田中央研究所

との論文を出版・光吸収スペクトラム：三菱ケミカル㈱・IBM との論文を出版・振動数解

析：ENEOSとの取組が Microsoft の事例として公開）。 
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 特定の計算課題（分子など）において NISQ コンピュータが古典アクセラレータに比べて

10-100 倍高速化するユースケースを明確化した（ベンゼンを対象にしたコデザインのデモ

計算実施）。 

 実装したソフトウェアをコンソーシアムを通じて活用を推進した（QPARC を通じたフィー

ドバックの獲得やグローバルなハッカソンの実施）。 

 

実施内容 B3: 誤り耐性ゲート型量子コンピュータのインタフェース技術の研究開発 

実施内容 B2 の NISQ コンピュータとは異なり、誤り耐性ゲート型量子コンピュータは

理論的な背景が強固であり、計算精度とアルゴリズム実行時間の関係を理論的に導出可能

である。実問題という観点では、B2 で対象としている量子化学計算向けに、分子のエネル

ギーを求める「位相推定アルゴリズム」が提案されており、このアルゴリズムに基づいて実

行時間を求めることが可能である。誤り耐性ゲート型量子コンピュータについては、現在世

界的に開発が加速化しているものの、その実現は 10年以上先となることが見込まれている。

従って、本研究開発においては、古典計算機上のシミュレータを活用し、当該インタフェー

スの検証を進めた。 

2019年度から 2022年度にかけて次世代アクセラレータ・コデザイン基盤を実現するソ

フトウェアの実装を完了し、オープンテストベッド化を完了した。代表的なアプリケーショ

ンへ適用評価し、古典計算機や古典アクセラレータのみの技術と比べ 10-100 倍高速化し、

企業による準製品化を完了し、社会実装コンソーシアムで活用した。具体的な取組は以下の

通りである。 

1) 次世代アクセラレータ・コデザイン基盤を実現するソフトウェアの実装完了とオープン

テストベッド化の完了 

(1-1)位相推定アルゴリズムを分子のエネルギー計算に応用した際の計算コストを推定す

るためのプログラムの実装 

本研究開発では、実行時間見積インタフェースとして、位相推定アルゴリズムを分子の

エネルギー計算に応用した際の計算コストを推定するためのプログラムの実装を完了した。

誤り耐性ゲート型量子コンピュータで分子のエネルギーを求めるのに用いられる「位相推

定アルゴリズム」について、いくつかの実装方法が提案されている。 

 トロッター分解に基づく手法：M. Reiher et. al., Proceedings of the National Academy 

of Sciences, Vol. 114, No. 29, pp. 7555‒7560 (2017).  

 Qubitizationに基づく手法：D. W. Berry et. al., Quantum 3, 208 (2019). 

2019 年度から 2022 年度にかけて先行研究を基にした実装及び最終年度は実際のハー

ドウェアを開発しているベンダーと連携し、より精緻な時間見積を実現する実装を行った。 

2020 年度はトロッター分解に基づく手法での実装を完了した。先行研究のトロッター

分解による手法を基にプログラムを実装し、下記を行うことで実行時間推論エンジンのプ

ロトタイプを開発した。 
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 計算コスト=必要な Tゲートの数  

 種々のエラー量に対する最適化(最小化) 

2021 年度は前年度に開発したプロトタイプの開発をさらに進めるため、前年度に実施

したトロッター分解よりも低コストで FTQC実装が可能とされ、有力視されている手法であ

る Qubitization を基にしたコスト推定の実装を行った。分子のエネルギーを求めた場合の

計算時間見積を定式化し、API向けに実装を完了した。

さらに 2022 年度は、光量子コンピュータのハードウェアベンダーである PsiQuantumと

連携し、ハードウェアに即した、より精緻な実行時間予測を検討した。PsiQuantum のハー

ドウェアを前提とした場合の計算リソース見積もり（特に、必要な計算時間と物理量子ビッ

ト数）について、 プログラミングコード作成を実施した（PsiQuantum による論

文 https://arxiv.org/abs/2104.10653 と同等の手法を使用）。

PsiQuantumの提唱する Fusion based quantum computingに基づく光量子コンピュータ

ハードウェアを用いた場合の予想計算時間および必要な論理量子ビット数・物理量子ビッ

ト数を算出するプログラムを作成し、実際の分子に対する検討も実行した（表 2-5-3）。

表 2-5-3. 水分子 H2Oに対する見積もり基底関数・論理量子ビット数・物理量子ビット

数・推定実行時間

(1-2)計算時間推論エンジンの API公開と古典アクセラレータとの比較インタフェース開発

実施内容 B2 における取組内容（図 2-5-16.NISQ-古典アクセラレータの比較インタフェ

ース）に対して、本実施内容の成果を実装する開発を行った（図 2-5-17）。
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図 2-5-17. FTQC-NISQ-古典アクセラレータの比較インタフェース 

 

2) 代表的なアプリケーションへ適用評価し、古典計算機や古典アクセラレータのみの技術

と比べ 10-100倍高速化し、企業による準製品化を完了し、社会実装コンソーシアムで活用 

(2-1)特定の計算課題において誤り耐性ゲート型量子コンピュータが古典アクセラレータ

に比べて 10-100 倍高速化するアプリケーション要件の定義 

実施内容 B2 における取組内容（図 2-5-16.NISQ-古典コデザインのデモ計算（ベンゼ

ン））に対して、本実施内容の成果を実装する開発を行った。ベンゼンを対象にした計算を

実行した。以下の通りで、FTQC 計算が古典コンピュータ及び NISQよりも高速化する見積結

果が得られた（図 2-5-18）。 

 

 

図 2-5-18. コデザインの計算過程（ベンゼン）。古典コンピュータ：3.1×10 の 14 乗秒、NISQ：

3.6×10 の 10 乗秒、FTQC：1.4×10 の 5 乗秒。 
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(2-2)実装したソフトウェアをコンソーシアムを通じて提供 

本実施内容の成果は、上述の㈱QunaSys が運営する社会実装コンソーシアム QPARC に

て、民間企業に公表するとともにソフトウェアの利用意向及びフィードバックを獲得した。

それらの結果を踏まえ、SIP 開発期間終了翌年（2023年度）より、本実施内容の成果を活用

し 民間企業と共同事業開発を実施する。 

 

［SIP 第 2期の研究開発実績（まとめ）］ 

 位相推定アルゴリズムを分子のエネルギー計算に応用した際の計算コストを推定するた

めのプログラムの実装を完了した（トロッター分解に基づく手法・Qubitizationに基づく

手法・Fusion based quantum computingに基づく手法）。 

 計算時間推論エンジンのAPI公開と古典アクセラレータとの比較インタフェースを開発し

た（実施内容 B2 の成果と連携し、NISQ・古典アクセラレータと本実施内容で実装した手

法で計算時間を比較できる APIを開発した）。 

 特定の計算課題において誤り耐性ゲート型量子コンピュータが古典アクセラレータに比

べて 10-100倍高速化するアプリケーション要件を定義した（実施内容 B2の成果と連携し

ベンゼンを対象にしたコデザインのデモ計算を実施した）。 

 実装したソフトウェアをコンソーシアムを通じて提供した（民間企業における活用意向を

踏まえ、SIP終了後にプログラムとして活用する準備を行った）。 

 

実施内容 B4: GPU等古典アクセラレータのインタフェース技術の研究開発 

本実施内容 B4 における具体的な研究開発事項は、GPU 等古典アクセラレータと諸問題

との性質を調査した上で、GPU 等の古典アクセラレータを対象に、入出力オーバヘッド、実

行時間の評価系を研究開発することである。 

2019年度～2020 年度の研究活動においては、特に GPU等古典アクセラレータのインタ

フェース技術の構築のために以下の研究開発を行った。 

 イジング型コンピュータと GPUアクセラレータによる統合計算機環境の実現、およびその

接続インタフェースの設計を実施した。 

 古典アクセラレータによる古典対抗アルゴリズムの検討、および一部の実現を完了した。 

これらの成果により、古典アクセラレータの性能を最大限に引き出す最適化コアアル

ゴリズムに適用でき、かつ統合計算機環境を実現できた(図 2-5-19)。 
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図 2-5-19. 統合計算機環境

2021年度～2022 年度の研究活動においては、特に GPU等古典アクセラレータのインタ

フェース技術の構築のために以下の研究開発を行った。またスマート物流の社会実装の実

運用、CPS型スマート製造の社会実装において、先進的成果の実現を行った。

 古典アクセラレータの性能を最大限に引き出す最適化技術をコアアルゴリズムに適用す

る研究の開発、および古典アクセラレータによる連携・補完・対抗アルゴリズムの開発を

完了した。

 GPU 等古典アクセラレータのインタフェース設計とコデザイン問題の解法への適用を完了

した。

 また、次世代アクセラレータ研究開発プラットフォームの社会実装に向けた取組みにおい

ては、2020年度より住友商事㈱および住友商事グループの㈱ベルメゾンロジスコとのスマ

ート物流プロジェクトでの協業を継続してきた。実際のオペレーションに必要な制約事項

を反映した作業者配置最適化エンジンの開発を完了するとともに、現場における生産性の

データ化・分析を進めた。図 2-5-20 に物流倉庫における作業者最適化配置の社会実装開

発の状況を示す。

図 2-5-20. 物流倉庫における作業者最適化配置の社会実装開発

 住友商事㈱と進めてきたスマート物流の社会実装の実運用に向けて開発した作業員配置
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最適化エンジンをクラウドシステムと連携させ、2022.10 より物流倉庫（㈱ベルメゾンロ

ジスコ）においてサービスを開始した（図 2-5-21）。

図 2-5-21. 物流倉庫(ベルメゾンロジスコ)にて作業者配置最適化サービスの運用開始

 CPS 型スマート製造の社会実装の取組として、慶應義塾大学の田中先生・関先生とのレー

ザー設計条件最適化、慶應義塾大学の村松先生との材料安定構造シミュレーション計算開

発に協力し、先進的成果を実現することができた。

［SIP 第 2期の研究開発実績（まとめ）］

2022 年度の設定目標である、次世代アクセラレータ・コデザイン基盤を実現するソフ

トウェアの実装を完了し、オープンテストベッド化を完了する目標、および代表的なアプリ

ケーションについて、次世代アクセラレータ基盤により、古典アクセラレータのみを活用し

た従来技術に比較して 10-100倍の高速化を達成し、企業による準製品化を完了し、社会実

装コンソーシアムで活用する目標に対して、以下を実施し目標を達成した。

 QUBOで表される組合せ最適化問題が、GPU等古典アクセラレータおよび商用イジングマシ

ンで統合的に実行可能なインタフェースの設計と実装を完了した（NEDO連携）。

 住友商事㈱と進めているスマート物流の社会実装において問題に応じた適切な実行マシ

ンの調査・検討が可能になり、10倍以上の計算速度・計算精度の向上を実現できた。

 住友商事㈱と進めているスマート物流の社会実装の実運用に向けた取り組みをクラウド

システム連携により加速させ、2022.10 より㈱ベルメゾンロジスコにて実サービスを開始

できた。

 CPS 型スマート製造に関しても社会実装に向けた取り組みを加速し、慶應義塾大学の田中

先生・関先生とのレーザー設計条件最適化、慶應義塾大学の村松先生との材料安定構造シ

ミュレーション計算開発研究において先進的成果を実現できた。

(C) 次世代アクセラレータの社会実装の促進
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  本実施項目では次世代アクセラレータの社会実装の促進を行うため、産業界から課題

として認知されている、あるいは、産業界における幅広い課題につながる具体的な問題を設

定し、それを次世代アクセラレータで処理するための定式化を行い、次世代アクセラレータ

を活用して解法した。

第一に、本 SIPにおける京都大学・フォトニック結晶レーザーチームとの連携による、

フォトニック結晶レーザーの性能を向上させる結晶構造探索の定式化を行った（図 2-5-22

（左））。この手法は、既利用のソフトウェア（フォトニック結晶レーザーシミュレータ、京

都大学提供）、AIによる学習、次世代アクセラレータ（イジングマシン）による推論の 3段

階から構成される。この手法について、次世代アクセラレータ・コデザインによる有効性評

価を行った。推論部分について、従来計算機を用いた最急降下法、従来計算機を用いたメタ

ヒューリスティクス、イジングマシンの三種類をもとに有効性評価を行ったところ、探索範

囲が狭い場合には、従来計算機を用いたメタヒューリスティクスが有効、探索範囲が広い場

合には、イジングマシンが有効であることを発見した。この結果をもとに、フォトニック結

晶レーザーの性能を向上させるための最適化計算を行った。その結果、フォトニック結晶レ

ーザーが有する多様な設計自由度を活用することにより、レーザーの性能を表す重要な指

標である「光出力」「ビーム拡がり角」「直線偏光比」の 3つ全てを向上することが可能な新

たな構造を見出すことに成功した（図 2-5-22（右））。比較対象として用いた、従来コンピ

ュータを用いたメタヒューリスティクスに比べ、少ない計算回数で高い性能が得られるこ

とが確認された。本成果は、製造分野への量子計算技術の適用可能性を示唆する重要な一歩

である。また、この最適化計算を横展開した方法に基づく共同開発を社会実装コンソーシア

ムの企業とともに進めた。

図 2-5-22. 左図はフォトニック結晶レーザーの性能を向上させる結晶構造探索高速化の定

式化の概念図で、右図は提案手法によって得たレーザーの性能を表す重要な指標である「光

出力」「ビーム拡がり角」「直線偏光比」の 3つ全てを向上できるフォトニック結晶構造。

  第二に、次世代アクセラレータの有用な用途として知られており、化学産業からも注目

を集めている分子の基底状態計算について、次世代アクセラレータの一種であるイジング
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マシンによる解法での解精度と近似度の関係について調査した。特に、分子の基底状態計算

をイジングマシンで行う際に必須の近似度パラメータと解精度の関係を解析的に導出し、

その結果をイジングマシン実機（Fixstars Amplify）で検証した。 

第三に、各種産業界からのニーズの高いブラックボックス連続最適化について、イジン

グマシンを用いて解法する方法の定式化を、SIP第 2期「統合型材料開発システムによるマ

テリアル革命」と連携して実施した。イジングマシン実機（D-Wave Advantage）を利用して

定式化の実証を行った。その結果、従来手法に比べて解精度の面で優位であることを見出し

た。 

  第四に、化学メーカーや素材メーカーからのニーズが高い複合材料の安定構造探索計

算の定式化を、SIP 第 2期「統合型材料開発システムによるマテリアル革命」と連携して実

施した。またその定式化をイジングマシン実機（Fixstars Amplify）で実証した。図 2-5-

23 にあるように、網羅的なパラメータ依存性を調査することに成功した。また、提案手法

は従来手法に比べ、3桁程度の高速化が確認できた。また、この最適化計算を横展開した方

法に基づく共同開発を社会実装コンソーシアム(QPARC)の参画企業とともに進めている。 

図 2-5-23. 複合材料の安定構造探索計算をイジングマシン実機（Fixstars Amplify）で実

行し、様々な物理パラメータ領域において安定構造を得ることに成功した。 

 

  第五に、第一で述べたフォトニック結晶レーザーの最適化計算について、量子セキュア

クラウドシステムを用いた実証実験を実施した（図 2-5-24）。本実証実験では、量子計算技

術を利用した次世代アクセラレータによって最適化された次世代レーザー（フォトニック

結晶レーザー）の高度な設計情報を、今回初めてインターネット回線を用いて離れた拠点間

で安全に送受信できることを確認した。 
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図 2-5-24. 量子暗号技術と秘密分散技術を融合した量子セキュアクラウドシステムを適用

した検証試験の概念図

［SIP 第 2期の研究開発実績（まとめ）］

 フォトニック結晶レーザーの高性能化を目的とした最適化計算を、次世代アクセラレー

タ・コデザインによる有効性評価に基づき実行し、従来コンピュータによるメタヒューリ

スティクスに比べ、少ない計算回数で高い性能が得られることが確認された。さらに、こ

の最適化計算を横展開した方法に基づく共同開発を社会実装コンソーシアムの企業とと

もに進めた。

 分子の基底状態計算について、次世代アクセラレータの一種であるイジングマシンによる

解法での解精度と近似度の関係について調査した。

 ブラックボックス連続最適化について、イジングマシンを用いて解法する方法の定式化を

実施した。この定式化を元にイジングマシン実機を用いたところ、従来手法に比べて解精

度の面で優位であることを見出した。

 複合材料の安定構造探索計算の定式化を実施し、これをイジングマシン実機で実行したと

ころ、従来手法に比べ 3桁程度の高速化が確認できた。この最適化計算を横展開した方法

に基づく共同開発を社会実装コンソーシアム(QPARC)の参画企業とともに進めている。

 量子セキュアクラウドシステムを用いた実証実験を実施した。

[達成度（１）のまとめ]

SIP 第 2期 5年間の設定目標に対する達成度（進捗状況）について得られた成果の新規

の学術的・技術的価値、国際的な優位性を以下にまとめる。

量子セキュアクラウドシステムを用いた実証実験

  
  

共通鍵による暗号通信路
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④ 達成度（２）※社会実装の実現可能性

１．社会実装に向けた計画と進捗状況

本研究開発では、社会実装の考え方として適用領域（アプリケーション）と事業フェー

ズを 2軸に、コアとなる基盤技術を確立しつつ、適用領域と事業フェーズを拡大することを

狙う（図 2-5-25）。また、CPS型スマート製造をはじめ、物流・配送、材料、センシング・

データ解析など、さまざまな分野に適用領域を拡大しながら、Society 5.0社会の実現を図

る。SIP第 2期終了後にも継続的な社会実装創出を行うべく、早稲田大学に量子計算アプリ

ケーション拠点を構築する。これにより、SIP事業期間内に加入の社会実装コンソーシアム

企業（アーリーアダプタ層）との社会実装実例をもとに次世代アクセラレータに興味を抱く

アーリーマジョリティ層の呼び込みやレイトマジョリティ層の取り込みを積極的に進めて

いく。いま着手できる社会実装対象から順次、社会実装対象を拡大していくという計画で進

めている。

図 2-5-25. 本事業の社会実装の考え方
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上記の計画をもとに、2022年度までに、すでに

① 物流倉庫における作業者最適配置の実証実験と基盤化

② レーザー加工への応用を見据えた実証実験

③ 化学計算領域におけるコンソーシアム立ち上げ

④ API を通じた開発ライブラリの試験的な公開

⑤ 様々なユーザー企業との協業

を実施しており、後述する社会実装の体制等も活用し、順調に進展している。特に、①物流

倉庫における作業者最適配置の実証実験と基盤化においては、2021 年度の成果を活かし、

更にユーザー企業との緊密な議論により、ユーザー企業のニーズを取り込んだ研究開発を

実施し、2022.10には商用化が実現し、実工場現場で利用が開始された。以下、各項目につ

いて述べる。

① 物流倉庫における作業者最適配置の社会実装開発

2020 年度から POC が行われてきた、物流倉庫における作業者最適配置の社会実装開発

（スマート物流プロジェクト）でのこれまでの成果を活用し、㈱ベルメゾンロジスコ（住友

商事グループ）において 2022.10 より実サービスが開始された（図 2-5-26）。物流倉庫の実

際のオペレーションに必要な制約事項を種々取り入れ、実仕様に対応するための作業者配

置最適化エンジンが利用されている。また、作業者配置最適化エンジンの結果検証に向けた、

現場における生産性のデータ化及び分析を行うことにより、物流倉庫の DX化が達成された。

図 2-5-26. 物流センター現場での利用風景

② フォトニック結晶レーザーの構造最適化

フォトニック結晶レーザーの性能を向上させる結晶構造探索の定式化を行った。この

手法は、既利用のソフトウェア（フォトニック結晶レーザーシミュレータ、京都大学提供）、

AI による学習、次世代アクセラレータ（イジングマシン）による推論の 3 段階から構成さ
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れる。この手法について、次世代アクセラレータ・コデザインによる有効性評価を行った。

推論部分について、従来計算機を用いた最急降下法、従来計算機を用いたメタヒューリステ

ィクス、イジングマシンの三種類をもとに有効性評価を行ったところ、探索範囲が狭い場合

には、従来計算機を用いたメタヒューリスティクスが有効、探索範囲が広い場合には、イジ

ングマシンが有効であることを発見した。この結果をもとに、フォトニック結晶レーザーの

性能を向上させるための最適化計算を行った。

その結果、フォトニック結晶レーザーが有する多様な設計自由度を活用することによ

り、レーザーの性能を表す重要な指標である「光出力」「ビーム拡がり角」「直線偏光比」の

3つ全てを向上することが可能な新たな構造を見出すことに成功した。比較対象として用い

た、従来コンピュータを用いたメタヒューリスティクスに比べ、少ない計算回数で高い性能

が得られることが確認された。本成果は、製造分野への量子計算技術の適用可能性を示唆す

る重要な一歩である。また、この計算スキームを用いた量子セキュアクラウドシステムを用

いた実証実験を実施した（図 2-5-27）。本検証試験では、量子計算技術を利用した次世代ア

クセラレータによって最適化された次世代レーザー（フォトニック結晶レーザー）の高度設

計情報を、今回初めてインターネット回線を用いて離れた拠点間で安全に送受信できるこ

とを確認した。

図 2-5-27.フォトニック結晶レーザーの最適化計算を題材とした量子暗号技術と秘密分散

技術を融合した量子セキュアクラウドシステムを適用した検証試験の概念図

③ 化学計算領域における社会実装コンソーシアム QPARC

インタフェースの普及のためには、実際にユーザー企業が使用し、ユーザーニーズに則

した機能実装を進めることが肝要と考えており、本研究開発では、各種ユーザーコンソーシ

アムと連携した社会実装を志向している。QPARC は㈱QunaSys が 2020.4 に立ち上げたコン

ソーシアムであり、国内の主要材料メーカー、及び、自動車・エレクトロニクス関連企業 50

社超から計算技術者が集まっている。

量子セキュアクラウドシステムを用いた実証実験

  
  

共通鍵による暗号通信路
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QPARCを通じて、SIP の研究開発成果について、将来ユーザーとなる民間企業の研究者

からフィードバックを得つつ、研究開発を推進した。 

2022 年度においては、次世代アクセラレータ基盤の研究開発と社会実装をアウトリー

チするため、早稲田大学・㈱フィックスターズ・慶應義塾大学・㈱QunaSysの 4社で QPARC

を活用したセミナーを実施した。 

量子技術の社会実装における産学連携の課題と重要性をユーザー企業にも強く理解し

て頂くことを狙いとし、約 40社から約 100名が参加した。（図 2-5-28） 

 

 

図 2-5-28. QPARCを通じた社会実装イベントの実施 

 

量子コンピュータの産業化という観点から社会実装の課題を討議し、参加企業への社

会実装に関するアンケートも実施し、次世代アクセラレータの取組に対して関心があると

いうフィードバックを得られた。（図 2-5-29） 

 

 

図 2-5-29. 参加企業へのアンケート結果 
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